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住友化学は、基礎化学、石油化学、情報電子化学、健康・農業関連事業、医薬品といっ

た幅広い分野の製品を提供する化学メーカーです。長年をかけて、幅広い分野で培っ

てきたコア技術や社外の技術を融合させることにより、革新的な製品や技術を生み

出す創造的ハイブリッド・ケミストリーの実現を目指しています。

　さらに、2013年度より開始した新たな中期経営計画では、次の100年間も発展を

続けていくために、2015年度までの3年間を強固な経営基盤づくりの期間と位置

付け、“Change and Innovation”というスローガンのもと、事業構造、事業分野な

らびに企業風土の3つの領域において思い切った変革を推し進め、収益性を抜本的に

改善するとともに、事業環境の変化に対する抵抗力―“resilience”―を大幅に強化

してまいります。

豊かな明日を支える
創造的ハイブリッド・ケミストリー

経営理念

技術を基盤とした新しい価値の
創造に常に挑戦します。

事業活動を通じて人類社会の
発展に貢献します。

活力にあふれ社会から信頼される
企業風土を醸成します。
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見通しに関する注意事項
　本アニュアルレポートに記載されている住友化学の現在の計画､ 戦略､ 業
績予想などの､既存の事実ではない内容は､将来に関する見通しであり､リス
クや不確定要因を含んでいます｡
　実績がこれらの内容と乖離する要因となりうるものとして､住友化学の事
業領域を取り巻く経済情勢､市場における住友化学の製品に対する需要動向
や競争激化による価格下落圧力､厳しい競争市場において住友化学が引き続
き顧客に受け入れられる製品を提供できる能力､為替レートの変動などがあ
ります｡ただし､要因はこれらに限定されるものだけではありません｡
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住友化学グループの源流と事業展開

2 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

1988年
位相差フィルム・スミカラ
イトを発売

　住友化学の事業は、1913年、銅の精錬の際に生じる排ガスから有害な

亜硫酸ガスを除去し、それを原料にして肥料を製造したことから始まり

ました。この「環境問題の解決を図ると同時に、農業の発展に貢献するこ

とを目指す」という考え方が、住友化学の源流です。

　これからも、様々な発想、価値観や技術を融合させ、化学の枠にとどま

らない新たな価値を生み出すことで、身の周りの快適な衣食住の実現か

ら、地球規模の食糧問題、環境問題、資源・エネルギー問題の解決まで、積

極果敢にチャレンジし続けます。

1958年
愛媛工場で、エチレンおよび
誘導品の生産を開始し、石

油化学
事業に
進出

1984年
シンガポール石油化学コン
ビナートが操業開始

1965年
住友千葉化学工業（株）を設立
（1975年に同社を合併、現

在の千葉
工場に）

愛媛工場 千葉工場 ペトロケミカル・コーポレー
ション・オブ・シンガポール

社会価値創造の歴史

1930年
アンモニア・硫安
の製造を開始

1934年
住友アルミニウム
製錬（株）を設立

1944年
日本染料製造（株）
を合併して、染料事
業に進出

1963年
日本ラクタムを設立して、
カプロラクタムの製造を開始

1967年
MMAモノマー、ポリマーの
製造を開始

1982年
インドネシア・アサハン・
アルミニウム社が操業開始

アサハン・アルミニウム・シ
グラグラダムおよび発電所

新居浜工場
（1938年頃）

1913年　創業
住友総本店の直営事業
として愛媛県新居浜に
肥料製造所を設置

1988年
米国に農薬の開発・販売拠
点ベーラントU.S.A.を設立

1951年
飼料添加物メチオニンの製造を開始

1953年
家庭用殺虫剤ピナミンの販売を開始
（家庭用殺虫剤事業に進出）
農業用殺虫剤パラチオンの輸入販売を
開始（農薬事業に進出）

1962年
農業用殺虫剤スミチオンを
独自開発して、販売開始

別子銅山
（提供：住友史料館）

ベーラントU.S.A.の
本社

1944年
日本染料製造（株）
を合併して、医薬品
事業に進出

1984年
住友製薬（株）を設立

1973年
日本メジフィジックス（株）
を設立

日本染料製造
鶴崎工場
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1990年
偏光フィルム・スミカランの
製造を開始

1991年
韓国に東友半導体薬品（株）［現、
東友ファインケム（株）］を設立

1995年
カラーフィルターの製造を開始

2001年
情報電子化学部門を新設

2003年
韓国の子会社［現、東友
ファインケム（株）］でLCD
用のカラーフィルターおよ
び偏光フィルムの生産設備
が操業開始

2012年
韓国の子会社でタッチ
センサーパネル工場が
操業開始

2004年
台湾の子会社［住華科技
（2001年 6月設立）］で 
LCD用偏光フィルム一貫
生産設備の操業開始

2004年
中国に住化電子材料科技
（無錫）有限公司を設立

住華科技工場（台湾）

1997年
シンガポール石油化学コン
ビナートの第2期設備が操業
開始

2005年
サウジ・アラムコ社と折半
出資の合弁会社ラービグ・
リファイニング・アンド・ペ
トロケミカル・カンパニー
（ペトロ・ラービグ）を設立

2009年
ペトロ・ラービグの石油
精製・石油化学統合コ
ンプレックスの基幹プ
ラントであるエタンク
ラッカーが操業開始

2012年
サウジ・アラムコ社と
のラービグ第2期計画
を発表

ペトロ・ラービグ

1998年
シンガポールでのMMA・ア
クリル酸プロジェクトの全設
備が完成

2013年
ポーランドにチタン酸
アルミニウム製DPF
の生産設備が完成

シンガポールMMA
プラント

2000年
アボット・ラボラトリーズ社
から生物農薬関連事業を買収

2001年
アベンティス・クロップサイ
エンス社から家庭用殺虫剤関
連事業を買収

2002年
武田薬品工業（株）の農薬事
業を同社との合弁子会社で
ある住化武田農薬（株）が譲
り受けて営業開始（2007年
に同社を吸収合併）

2010年
豪州の農薬会社である
ニューファーム社の株
式を取得

健康・農業関連
事業研究所

2005年
住友製薬（株）と大日本製薬
（株）が合併し、大日本住友
製薬（株）となる

2009年
大日本住友製薬（株）が
アメリカの医薬品会社
セプラコール（現、サノ
ビオン）を買収

2011年
非定型抗精神病薬ラ
ツーダを米国にて上市

2012年
米国バイオベンチャー
企業ボストン・バイオ
メディカルを買収

大日本住友製薬（株）
の合同記者会見

サノビオン社
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数字で見る住友化学

164社2兆7,885億円

連結子会社数総資産

住友化学グループの概要

事業領域

当社は、基礎化学、石油化学、情報電子化学、健康・農業関連事業、医薬品という5つの部門で事業を展開し、

革新的な製品や技術をグローバルに提供しています。

13%

35%

16%

15%

19%

2%

13%

35%

16%

15%

19%

2%%%

2013年度
連結売上高

2兆 2,438億円

その他 バルクケミカルスペシャリティケミカル

50% 48%

■ 基礎化学

■ 石油化学

■ 情報電子化学

■ 健康・農業関連事業

■ 医薬品

売上高   2,869億円
営業損失  （109）億円

メタアクリル（MMA）、カプロラクタム、
無機材料など

売上高   7,920億円
営業利益   49億円

ポリエチレン、ポリプロピレン、プロピ
レンオキサイドなど

売上高   3,623億円
営業利益   349億円

偏光フィルムなどの液晶部材、フォト
レジスト、電池材料など

売上高   3,270億円
営業利益   382億円

農薬、肥料、家庭用・防疫殺虫剤、長期
残効性蚊帳、飼料添加物、医薬化学品
など

売上高   4,188億円
営業利益   471億円

医療用医薬品、診断用医薬品など

P28

P30

P32

P34

P36
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6% 58%30,745人

売上高研究開発費率 海外売上高比率連結従業員数

  地域別売上高（億円）
※地図上の比率は、2013年度（2014年3月期）の地域別売上高構成比。

グローバル展開

当社グループは、1980年代前半に日本の化学メーカーとしていち早く石油化学コンビナートの

海外拠点を設立するなど、世界市場を視野に入れた事業展開を進めてきました。2013年度の海外売上高

比率は58%、海外生産比率は43%に達しています。

’10/3 ’12/3

8,920
9,389

’14/3

9,509

日本 42%

85 97

’10/3 ’12/3

1%オセアニア他

112

’14/3

718 829

’10/3 ’12/3

欧州 5%

1,067

’14/3

218 257

’10/3 ’12/3

1%中東・アフリカ

297

’14/3

5,395

7,163

’10/3 ’12/3

39%アジア

8,830

’14/3

750

1,599

’10/3 ’12/3

11%北米

2,330

’14/3

123 144

’10/3 ’12/3

1%中南米

293

’14/3
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社会課題の解決に果敢に挑む住友化学グループ

化学の力で人類社会が抱える課題の解決　　　

国際エネルギー機関（IEA）は、世界経済の成長とと
もにエネルギー需要は着実に増加し、2030年の世界
の1次エネルギー需要は、2000年比で66%増の
152.7億TOEに達すると予想しています。
注：  TOE（石油換算トン）はエネルギーの単位であり、原油1トンを燃
焼させて得られるエネルギーが1TOEに相当

出典 :経済産業省資源エネルギー庁

世界では、パソコンやインターネットなどを使いこ
なせる人と使いこなせない人の間に、教育、労働、政
治など、様々な面で情報の格差が生じ、国際経済・国
際社会が抱える大きな問題へと発展する可能性があ
ると考えられています。

出典 :「平成23年版情報通信白書」

2050年の世界の総人口は、2000年に比べ32億人増
加し、92億人に達すると予想されています。こうし
た人口増加や経済発展を背景に、2050年の世界の食
料需要は、2000年に比べ1.6倍に増加すると予測さ
れています。

出典 :農林水産省「2050年における世界の食料需給見通しについて」

病気は約3万種類あるといわれていますが、治療手
段のある病気より、ない病気のほうが多いことに加
え、満足度の高い治療薬がない病気や治療手段がな
い病気も多くあります。

出典 :日本製薬工業協会

人類社会が抱える課題

6 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014
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　と豊かさの追求に貢献していきます

　環境・エネルギーの分野では、ディーゼル自動車用のすす除去フィル
ター、太陽電池用の封止材、省燃費タイヤ用のゴム、自動車の軽量化に貢
献するポリプロピレン材料、リチウムイオン二次電池用の部材などの製
造・販売・研究を行っています。
　また、「創エネルギー」「蓄エネルギー」「省エネルギー」の3分野で次
世代事業の開発に取り組んでいます。「創エネルギー」では、有機薄膜太
陽電池、「蓄エネルギー」では、次世代二次電池、「省エネルギー」では、有
機EL照明、パワー半導体材料などの研究・製造を進めています。このほ
か、CO2選択透過膜を使いCO2を分離・回収する「CO2分離事業」など、
環境負荷低減に貢献する事業にも取り組んでいます。

　ICTの分野では、テレビ、パソコン、スマートフォンなど、日常生活に
不可欠な電子機器に使用される各種のディスプレイ材料・部材などの製
造・販売・研究を行っています。モバイル機器用の偏光フィルムやタッ
チセンサーパネルなどは、より薄く軽く高機能な製品を開発することで、
最先端のスマートフォンの実現に貢献しています。
　さらに、次世代事業として、ディスプレイに多用されているガラスを
樹脂で代替することにより、ディスプレイの耐久性向上やさらなる薄型
化・軽量化に貢献するフレキシブルディスプレイ材料・部材の開発にも
取り組んでいます。

住友化学のアプローチ

ポリプロピレン製
自動車部材

偏光フィルム

リチウム二次電池用セパレータ

タッチセンサーパネル検査風景

　健康・農業関連の分野では、肥料、農薬、飼料添加物、農業用資材など、
食糧増産に貢献する様々な製品の製造・販売・研究を行っています。ま
た、次世代事業として、高温・乾燥・低温などの環境ストレスに対する耐
性を作物に付与することで、作物の収穫量の増加を目指す「クロップス
トレスマネジメント」の開発にも力を入れています。

　医薬品の分野では、医療用医薬品や放射性診断薬など、健康な暮らし
づくりに貢献する製品の製造・販売・研究を行っています。医療用医薬
品の研究開発では、アンメット・メディカル・ニーズの高い精神神経領域
とがん領域を研究重点領域とし、革新的な新薬の創出に力を入れていま
す。さらに、ミトコンドリア病や非アルコール性脂肪肝炎など、現在は治
療薬がない難治性疾患の治療薬の開発にも挑戦しています。

住化ファーム茨城の農場

医薬品

農薬製品

乳がんのPET画像（肺転移例）

Sumitomo Chemical Company, Limited
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2013年度ハイライト

売上高と営業利益

売上高（左軸）

（億円） （億円）

0
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1,000

’10/3 ’11/3 ’12/3 ’13/3

16,209

19,479 19,525

19,824

515

607

450

880

’14/3

22,438

1,008

営業利益（右軸）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

当期純利益（損失）と1株当たり当期純利益（損失）

当期純利益（損失）（左軸）

（億円） （円）

’10/3 ’11/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3

147

56

-511

244

8.92

14.86

3.42

-31.25

370
22.62

-40

-30

-20

-10

10

20

0

1株当たり当期純利益（損失）（右軸）
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有利子負債とD/Eレシオ

有利子負債（左軸）

（億円） （倍）

’10/3 ’11/3 ’12/3 ’13/3

9,979
10,530 10,60610,403

1.2

1.5

1.4
1.4

’14/3

10,746

1.1

0.0

0.4

0.8

1.2

1.6
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2.4

D/Eレシオ（右軸）
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主要データ

（億円）※1

2012年度 2013年度 前年度比

’13/3 ’14/3 ’13/3 vs. ’14/3

売上高 ¥19,525 ¥22,438 +14.9%

営業利益 450 1,008 +124.0

当期純利益（損失） (511) 370 -

設備投資 1,161 1,434 +23.5

研究開発費 1,250 1,413 +13.0

フリー・キャッシュ・フロー 58 592 +916.4

総資産 24,721 27,885 +12.8

純資産 7,475 9,345 +25.0

有利子負債 10,606 10,746 +1.3

1株当たり当期純利益（損失）（円） (31.25) 22.62 -

1株当たり配当金（円） 6.00 9.00 +50.0

財務指標

売上高営業利益率（%） 2.3 4.5 +2.2pt

ROA※2（%） 1.9 3.8 +2.0pt

ROE※3（%） (10.4) 6.5 -

D/Eレシオ（倍） 1.4 1.1 -0.3

サスティナビリティ指標

従業員数（人） 30,396 30,745 +1.1%

国内CO2排出原単位指数※4 99.3 99.7 +0.4pt

海外CO2排出原単位指数※5 94.2 94.3 +0.1pt

国内水使用量（百万トン）※6 1,429.7 1,415.3 -1.0%

海外水使用量（千トン）※7 7,201 5,907 -18.0%

※1　別途記載のものを除きます。
※2　ROA=営業利益 /総資産の期首・期末の平均
※3　ROE=当期純利益 /純資産から少数株主持分を控除したものの期首・期末の平均
※4　数値は指数値（2010年度=100）、データは住友化学と国内グループ会社（16社）の集計値
※5　数値は指数値（2010年度=100）、データは主な海外グループ会社（10社）の集計値
※6　データは住友化学と国内グループ会社（16社）の集計値
※7　データは主な海外グループ会社（10社）の集計値

P1010年間の要約データは

1

2

3

4

4
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売上高

営業利益

当期純利益

販売価格の上昇が前年度比405億円の増収要因、円高是正による

邦貨換算差が前年度比2,285億円の増収要因、販売数量の増加が

223億円の増収要因となり、売上高は前年度比2,913億円の増収

となりました。

•   売価差：  情報電子化学部門で売価下落はあったものの石油化学

部門における市況の上昇により、売価差で405億円の

増収となりました。

•   数量差：  ペトロ・ラービグにおける停電トラブルや設備修繕の影

響などにより石油化学部門の出荷は減少しましたが、健

康・農業関連事業部門や情報電子化学部門での出荷が増

加したことから数量差では223億円の増収となりました。

価格の下落が240億円の減益要因となりましたが、コスト削減が前

年度比190億円の増益要因、販売数量の増加などが608億円の増益

要因となり、営業利益は前年度比558億円の増益となりました。

•   価格差：  主に情報電子化学部門の売価ダウンや基礎化学部門の

交易条件の悪化により、240億円の減益となりました。

•   コスト差：  情報電子化学部門の合理化や医薬品部門の固定費減

少などにより、190億円の増益となりました。

•   数量差等：  石油化学部門で出荷減少となった一方で、情報電子

化学部門や健康・農業関連事業部門、医薬品部門で

の出荷増加により、全体では608億円の増益となり

ました。

•   営業利益の増加に加え、持分法投資利益の増加、多額の特別損失を計上

した前期からの改善、法人税の負担減少から、前年度比で881億円の大

幅な増益となりました。

•  有利子負債は前年度末から140億円増加し、1兆746億円となりました。

•   有利子負債は増加したものの、円安の影響で純資産が増加したことか

らD/Eレシオは1.1倍へと改善しました。

価格差

2013/3 450

-240

+190

+608

1,0082014/3

コスト差

数量差等

要因別（億円）

2013/3 19,525

22,438

+405

+223

+2,285

2014/3

売価差

邦貨換算差

数量差

要因別（億円）

1

2

有利子負債、D/Eレシオ

3

4
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10年間の要約データ

 ’05/3  ’06/3  ’07/3  ’08/3  ’09/3 

損益計算書
売上高 ¥12,963 ¥15,566 ¥17,900 ¥18,965 ¥17,882 

海外売上高 4,862 6,110 7,478 7,888 7,498 

営業利益 1,052 1,208 1,396 1,024 21 

金融収支 (30) (22) (39) (28) (27)

持分法投資利益（損失） 267 268 236 112 (128)

税金等調整前当期純利益（損失） 1,217 1,586 1,811 1,282 (487)

当期純利益（損失） 645 907 939 631 (592)

設備投資 1,258 1,249 1,598 1,425 1,341 

減価償却費 882 1,049 1,139 1,250 1,407 
研究開発費 782 919 977 1,054 1,311 

キャッシュ・フロー
営業キャッシュ・フロー 1,598 1,228 1,429 1,566 784 

投資キャッシュ・フロー (1,180) (1,807) (1,642) (1,827) (2,062)

フリー・キャッシュ・フロー 419 (579) (213) (261) (1,278)
財務キャッシュ・フロー (312) 706 356 71 1,125 

貸借対照表
流動資産 6,946 9,466 9,959 10,032 8,381 

有形固定資産 5,159 5,703 6,235 6,365 5,678 

投資その他の資産 4,383 6,615 7,055 7,193 6,166 

総資産 16,488 21,784 23,249 23,589 20,226 

株主資本 /純資産※2 5,696 7,198 10,305 10,060 7,756 
有利子負債 4,707 5,786 6,410 6,739 7,954 

その他
従業員数（人） 20,195 24,160 24,691 25,588 26,902

連結子会社数（社） 104 105 105 116 126
株主数（人） 121,349 116,509 115,249 108,027 118,636

1株当たり情報（円※1） 
当期純利益（損失） 38.94 54.80 56.82 38.20 (35.84)

株主資本 /純資産※2 344.58 435.51 479.87 465.21 329.74
配当金 8.00 10.00 12.00 12.00 9.00 

財務指標
売上高営業利益率（%） 8.1 7.8 7.8 5.4 0.1

総資産回転率（回）※3 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

ROA（%）※4 6.6 6.3 6.2 4.4 0.1

ROE（%）※5 12.0 14.1 12.4 8.1 (9.0)

D/Eレシオ（倍） 0.7 0.6 0.6 0.7 1.0 
自己資本比率（%） 34.5 33.0 34.1 32.6 26.9

※1 別途記載のものを除きます。
※2  2006年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第8号）に基づき、少数株主持分を含む「純資産」を記載しています。
※3 総資産回転率=売上高 /総資産の期首・期末の平均

10 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014
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（億円）※1

 ’10/3  ’11/3  ’12/3  ’13/3  ’14/3 ’13/3 vs.’14/3 

¥16,209 ¥19,824 ¥19,479 ¥19,525 ¥22,438 +14.9%

7,289 10,567 10,090 10,438 12,929 +23.9 

515 880 607 450 1,008 +124.0 

(50) (63) (47) (54) (49)  ̶
(70) 108 20 54 120 +121.2 

413 757 239 123 862 +598.4 

147 244 56 (511) 370  ̶

1,032 987 1,551 1,161 1,434 +23.5 

1,161 1,470 1,149 1,155 1,157 +0.2 
1,173 1,381 1,223 1,250 1,413 +13.0 

1,329 1,762 1,245 1,716 1,944 +13.3 

(2,694) (1,560) (1,240) (1,658) (1,352)  ̶
(1,365) 202 5 58 592 +916.4 
1,687 180 21 (360) (591)  ̶

10,135 10,983 11,021 11,088 12,425 +12.1 

5,818 5,525 5,949 6,402 7,228 +12.9 

7,886 7,164 6,400 7,231 8,231 +13.8 

23,839 23,673 23,370 24,721 27,885 +12.8 

8,214 7,589 7,209 7,475 9,345 +25.0 
9,979 10,403 10,530 10,606 10,746 +1.3 

27,828 29,382 29,839 30,396 30,745 +1.1 

143 146 145 162 164 +1.2 
118,600 116,619 118,107 121,619 107,939 -11.2 

（円）※1

8.92 14.86 3.42 (31.25) 22.62  ̶
348.52 319.61 297.45 303.74 393.58 +29.6 

6.00 9.00 9.00 6.00 9.00 +50.0 

3.2 4.4 3.1 2.3 4.5  ̶
0.7 0.8 0.8 0.8 0.9  ̶
2.3 3.7 2.6 1.9 3.8  ̶
2.6 4.5 1.1 (10.4) 6.5  ̶
1.2 1.4 1.5 1.4 1.1  ̶

24.1 22.1 20.8 20.1 23.1  ̶

※4 ROA=営業利益 /総資産の期首・期末の平均
※5 ROE=当期純利益 /純資産から少数株主持分を控除したものの期首・期末の平均
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2013～2015年度　中期経営計画

12 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

次の100年間も発展を続けるための
強固な経営基盤づくりの期間

1  永年に亘って蓄積してきた技術を基盤にした新しい価値の創造

2  “化学”の力による世界規模の課題の解決（エネルギー・環境・食糧問題など）

3  チャレンジ精神にあふれ社会から信頼される企業風土の醸成

Change and Innovation
事業構造の
Change and Innovation

事業分野の
Change and Innovation

企業風土の
Change and Innovation

2016/3 （目標）

売上高 2兆4,000億円

営業利益 1,400億円

経常利益 1,500億円

　持分法投資利益 250億円

純利益 900億円

有利子負債 9,000億円未満

（前提） 為替：80円 /米ドル　ナフサ：60,000円 /kl

• 強固な財務基盤の構築

• 事業構造改善

• 次世代事業の開発

• グローバル経営の深化

• コンプライアンスの徹底、
   安全・安定操業の維持

住化14_J_校正戻し.indd   12 2014/08/05   10:39



MANAGEMENT STRATEGY
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株主、顧客、取引先の皆様へ

代表取締役社長・COO

十倉　雅和
代表取締役会長・CEO

石飛　修

2013年度業績

　2013年度、日本の景気は、円高是正の定着、政府による

一連の経済対策の効果等により、緩やかながら回復を続

けました。海外では、中国その他新興国の経済成長が減速

したものの、米国経済は引き続き堅調であったほか、期後

半には、欧州経済にも持ち直しの兆しが見え始めるなど、

世界経済は総じて回復基調となりました。こうしたなか、

住友化学グループを取り巻く事業環境は、一部の分野で

市況の軟調や出荷の低迷が続きましたが、全体的には改

善いたしました。

　2013年度の当社グループの連結売上高は、円高是正の

恩恵に加え、石油化学部門および基礎化学部門における

製品市況の上昇、情報電子化学部門および健康・農業関連

事業部門における販売数量の増加により、前年度に比べ

2,913億円増加し、2兆2,438億円となりました。

　営業利益は、円高是正の恩恵や、情報電子化学部門およ

び健康・農業関連事業部門の販売数量の増加、医薬品部門

の好調な販売、石油化学部門の交易条件の改善により、前

年度に比べ558億円改善し、1,008億円でした。

　純損益は、2013年度も事業構造改善に伴う特別損失を

計上いたしましたが、営業利益の増加や持分法による投

資利益の改善により、前年度に比べ881億円改善し、370

億円となりました。

　配当につきましては、期末配当を1株当たり3円といた

しました。中間配当と合わせた年間配当は1株当たり9円

となり、前年度に比べ3円の増配となっております。

14 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014
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事業構造改善の進捗

　2013年度より開始した新たな中期経営計画では、次

の100年間も発展を続けていくために、2015年度まで

の 3年間を強固な経営基盤づくりの期間と位置付け、

“Change and Innovation”のスローガンのもと、収益性

の抜本的な改善と、事業環境に大きく左右されることな

く成長を続ける、レジリエントな、すなわち回復力に富む

住友化学への変革を目指しています。

　中期経営計画の初年度となる2013年度は、スペシャリ

ティケミカル領域で、事業拡大に向けた取り組みが大き

く前進しました。情報電子化学部門では、需要増加が続く

スマートフォンやタブレットPC用の偏光フィルムやタッ

チセンサーパネルの拡販に努めるとともに、電気自動車

用に需要が急拡大するリチウムイオン二次電池用セパ

レータの生産能力の増強を進めております。健康・農業関

連事業部門では、大豆用除草剤フルミオキサジンについ

て、モンサントとの販売提携を従来の米国に加え、ブラジ

ル・アルゼンチンにまで広げるとともに、生産能力の増強

も決定いたしました。医薬品部門では、非定型抗精神病薬

ラツーダが米国で双極Ⅰ型障害うつに対する適応追加承

認を2013年6月に取得したほか、欧州で統合失調症の販

売承認を2014年3月に取得することができました。

　一方、バルクケミカル領域では、事業再構築に向けた諸

施策を着実に推進しております。石油化学部門では、日本

国内の主力拠点である千葉工場の競争力を強化するため、

2015年5月までにエチレン製造設備を停止するととも

に、日本オキシランのスチレンモノマー、プロピレンオキ

サイドおよびプロピレングリコールの製造・販売を2015

年5月を目途に終了することを決定いたしました。また、

コスト競争力に優れるサウジアラビアの原料を活用し、

バルクケミカル事業の一層の強化を目指すラービグ第2

期計画を引き続き進めているほか、シンガポールでは生

産品目の高付加価値化の取り組みをさらに加速しており

ます。基礎化学部門では、コア事業であるMMA事業とカ

プロラクタム事業の抜本的な事業再構築に着手いたしま

した。MMA事業につきましては、愛媛工場のMMAポリ

マープラントの生産を2013年12月に停止したほか、シ

ンガポールに製造・販売・研究の機能を集約し、高い成長

が見込まれるアジア市場をターゲットに、新規用途開発

ならびにマーケティング活動の強化に取り組んでおりま

す。カプロラクタム事業につきましては、高経年化した液

相法プラントを2015年末までに停止し、市況の下落が予

想される硫安を副生することなく、世界最高レベルの品

質のカプロラクタムを生産する気相法プラントに生産を

集約していくことを決定いたしました。

化学の力で人類社会の発展に貢献

　当社の事業は、住友総本家が銅を製錬する過程で生じ

る有毒なガスを回収し、それを原料として肥料を生産す

ることで、環境問題の解決を図るとともに農業の生産性

の向上に貢献することから始まりました。以来、現在に至

るまで、当社では、「事業活動を通じ社会の持続可能な発

展に貢献することが企業の社会的な責任である」との信

念が受け継がれています。住友化学グループといたしま

しては、今後も、化学の持つ創造的な力を最大限に駆使し

て革新的な技術や製品を開発し、広く世界に提供して、人

類社会が直面している様々な課題の解決に挑戦していく

所存です。

　同時に、変化し続ける時代の要請や事業環境に応えて

自らも変化し、力強い成長を続けていくグローバルカン

パニーへと進化していくことを目指してまいります。株

主の皆様におかれましては、引き続き、格別のご支援、ご

協力を何卒よろしくお願い申し上げます。

2014年7月

代表取締役会長・CEO

代表取締役社長・COO

Sumitomo Chemical Company, Limited
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社長インタビュー

Q1

A1

中期経営計画の初年度を振り返っての

ご感想はいかがですか。

代表取締役社長・COO

十倉　雅和

中期経営計画の初年度は、営業利益が前年度から倍増するなど、

業績の面では非常に順調な滑り出しとなりました。

加えて、重要課題と位置付けている「財務体質の強化」、「事業構造改善」、

「次世代事業の開発」などの取り組みも大きく前進しました。

2013年度の業績は、円高の是正に加え、液

晶ディスプレイ関連部材、医薬品、農薬の販売

が好調に推移し、前年度から大きく改善しま

した。売上高が初めて2兆円を超えるとともに、

営業利益がリーマン・ショック以前の2007年

度以来5期ぶりに1,000億円を超えました。事

業構造改善などに伴う特別損失を計上しまし

たが、当期純利益は370億円の黒字となり、前

年度の大幅な赤字からV字回復を遂げました。

財務面では、ラービグ第2期計画に伴う多

額の立替金により2013年度末の有利子負債

残高は前年度末比微増の1兆746億円となり

ましたが、キャッシュ・コンバージョン・サイ

クル（CCC）の短縮による運転資金の削減に

加え、円高是正による自己資本の増加により、

D/Eレシオは前年度末の1.4倍から1.1倍へ

と大きく改善しました。

また、当社は、事業環境に左右されることな

16 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014
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Q2

A2

スペシャリティケミカル領域に経営資源を投じ、事業規模を拡大されている

とのことですが、具体的にどのような進捗があったか教えてください。

財務基盤の強化

事業構造改善

次世代事業の開発

グローバル化

抜本的な事業基盤強化
（3大課題の克服）

グローバル経営の深化

コンプライアンスの徹底、安全・安定操業の維持

住友化学の現在の立ち位置

情報電子化学部門のモバイル機器用の部材、健康・農業関連事業部門の

大豆用除草剤、医薬品部門の非定型抗精神病薬などにおいて、

事業規模拡大に向けた取り組みに大きな進捗がありました。

く、安定した収益とキャッシュ・フローを生

み出す事業ポートフォリオの構築に取り組ん

でいます。具体的には、投下資本収益率の高

いスペシャリティケミカル領域に経営資源を

重点的に投じ、事業規模の拡大を図る一方、バ

ルクケミカル領域では、低迷している投下資

本収益率の改善を目指し、事業再構築の取り

組みを進めています。

「次世代事業の開発」では、将来の事業拡大

に貢献すると期待される新たな事業の芽が出

始めています。

当社では、液晶ディスプレイ関連部材、農薬、

医薬品など高機能かつ収益性が高い製品群をス

ペシャリティケミカル領域と位置付けていま

す。同領域では、顧客が求める独創性のある差

別化された製品をタイムリーに市場に投入する

ことにより事業規模の拡大を図っています。

情報電子化学部門では、スマートフォンや

タブレットPC関連の部材が高い成長を続け

ています。当社は、偏光フィルムやタッチセ

ンサーパネルで世界をリードする技術を有し

ており、顧客が求める高機能な製品をタイム

リーに開発することによって事業を拡大して

Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

17

O
verview

M
anag

em
ent S

trateg
y

O
ur O

p
erations

C
S

R
 &

 G
overnance

Financial S
ection

C
orp

orate D
ata

住化14_J_校正戻し.indd   17 2014/08/05   10:39



スペシャリティケミカル領域の主要3事業部門

情報電子化学部門

売上高 3,623億円

営業利益 349億円

営業利益率 9.6%

（注）  ここでは、簡便的に情報電子化学、健康・農業関連事業、医薬品の3部門をスペシャリティケミカルとしているが、基礎化学部門の無機材料や
石油化学の高機能樹脂など、両部門にもスペシャリティケミカル領域に属する事業がある

3事業部門合計

売上高
1兆1,080億円

営業利益
1,202億円

営業利益率
10.8%

健康・農業関連事業部門

売上高 3,270億円

営業利益 382億円

営業利益率 11.7%

医薬品部門

売上高 4,188億円

営業利益 471億円

営業利益率 11.2%

います。2013年度には、タッチセンサーパネ

ルの生産能力を大幅に増強しました。また、

リチウムイオン二次電池用セパレータも電気

自動車用途で需要が急増しており、生産能力

を増強したところです。当社のセパレータは、

樹脂基材にアラミドを塗布して作られ、優れ

た耐熱性と高い安全性を特徴とし、電池の高

容量化と電気自動車の走行距離の長距離化に

貢献できることから、今後も需要のさらなる

成長が期待されます。

健康・農業関連事業部門では、大豆用除草剤

フルミオキサジンの販売が引き続き好調に推

移しています。2010年に米国で開始した米国

モンサント社との販売提携を、2013年にはブ

ラジル、アルゼンチンへと拡大しました。全世

界の大豆生産の約8割を占める地域に提携地

域が広がったことで、今後さらなる販売の増

加が見込まれるため、フルミオキサジンの生

産能力を2014年から2015年にかけて段階的

に5割程度増強する予定です。このほか、M&A

などを通じ、ポストハーベストや種子処理な

ど新たな事業領域への参入も果たしました。

医薬品部門では、非定型抗精神病薬ラツー

ダが2013年6月に米国で双極Ⅰ型障害うつ

の治療薬としての承認を受け、販売を大きく

伸ばしています。さらに2014年3月には、

欧州で統合失調症の治療薬としての承認を

取得するなど、販売増加に向けた適応症およ

び販売地域拡大の取り組みが順調に進んで

います。

18 Sumitomo Chemical Company, Limited
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Q3

A3

バルクケミカル領域では収益率の改善を目指し事業再構築に取り組んでいる

とのことですが、その進捗について詳しく教えてください。

石油化学部門では、エチレンに続き、一部誘導品の設備の停止を決め、

事業再構築の道筋をつけました。また、基礎化学部門でも、カプロラクタムや

MMAの事業再構築に着手しました。これらの取り組みを完遂し、

バルクケミカル領域における投下資本収益率を早期に改善したいと考えています。

石油化学部門の日本国内の主力拠点である

千葉工場の構造改善に関しては、エチレン製

造設備の停止決定に続き、低採算となってい

た日本オキシラン社のスチレンモノマー・プ

ロピレンオキサイド併産設備およびプロピ

レングリコール製造設備を2015年5月を目

途に停止することを決定しました。国内のポ

リプロピレンやポリエチレンなどの事業につ

いては、高付加価値化・差別化をさらに進め、

競争力を強化していくことにより、厳しい事

業環境下でも一定の収益を稼ぎ出す道筋がで

きたと考えています。

基礎化学部門の日本国内の主力拠点である

愛媛工場に関しても、カプロラクタムおよび

MMAポリマープラントの停止を決定してい

ます。カプロラクタム事業は、新興国での生産

能力の急拡大や市況の低迷などから世界的に

厳しい事業環境が続いているため、現在保有

する製造設備2系列のうち、高経年化した液相

法系列を2015年末を目途に停止することと

しました。液相法系列の停止後も、当社が世界

で初めて工業化した、硫安の副生を伴わずに

高品質なカプロラクタムを生産できる気相法

系列の操業は継続します。今後も、製造プロセ

スの一層の合理化と改善を進めることによ

り、カプロラクタム事業の再構築に取り組ん

でいきます。また、MMA事業では、導光板用

国内のエチレン生産能力縮小
京葉エチレン（引取枠）住友化学

（千トン /年）

現在 再構築後
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新規用途開発と拡販（MMAポリマーの販売構成比）

新製品・新規用途 自動車

（%）

2013 2014 2015
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カプロラクタムの生産能力
液相法気相法

（千トン /年）

現在 再構築後
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現在 再構築後

副生量がゼロに
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液相法
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250途などにおける需要の急減を受け、愛媛工場

のMMAポリマープラントを2013年12月に

停止するとともに、ユーザーにより近いシン

ガポールに製造・販売・研究の中心をシフト

しました。今後、一層スピーディに顧客ニーズ

に応え、新規用途の開発や拡販を行うととも

に、長期的には新たな製法の開発などの課題

に取り組んでいきます。MMAポリマーは、優

れた特性を有する樹脂であり、全体的にはこ

れからも需要の拡大が見込まれる一方、MMA

モノマーは生産技術の難易度の高さや原料調

達の制約から、新規参入や競合メーカーによ

る生産能力の増強は限定的と見られています。

こうしたことから、当社ではMMA事業を引き

続きコア事業と位置付け、競争力の再生に注

力していきます。

20 Sumitomo Chemical Company, Limited
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Q4

A4

次世代事業の新たな芽が出始めているとのことですが、

どのような事業を長期的に育成されるのでしょうか。

当社では、長期的な経済や事業環境の予測を行い、「環境・エネルギー」、「ICT」、

「ライフサイエンス」の3分野を、今後、高い成長が期待できる事業領域と定めました。

それぞれの分野で新たな事業の芽が出始めています。

力強い持続的な成長を実現していくために

は、絶えず新たな事業を開発し続ける必要が

あります。当社では、既存事業の構造改善な

らびに事業ポートフォリオの高度化を進める

とともに、将来の飛躍につながる次世代事業

の育成にも力を入れています。ここでは、ICT

分野の次世代フレキシブルパネル材料・部材

とライフサイエンス分野の再生細胞医療につ

いて紹介させていただきます。

当社は、総合化学メーカーとして培ってき

た樹脂などの素材開発力とディスプレイ材料

事業で培った製品開発力や加工技術を生か

し、次世代ディスプレイ用の様々な部材・材

料の開発に取り組んでいます。例えば、現在

の有機ELディスプレイは、ガラスを部材とし

て多用していますが、このガラスを樹脂に置

き換えることにより、軽量で、曲げることがで

き、かつ衝撃にも強いフレキシブルディスプ

レイの開発を進めています。2014年度に上

市を予定するフィルム型タッチセンサーを皮

切りに、ガラス代替フィルムや塗布型偏光

フィルムなどを次々に上市することによりフ

レキシブルディスプレイの実現に挑戦してい

きたいと考えています。

再生細胞医療の分野では、大日本住友製薬

がサンバイオ社より、有効な治療法が存在し

ない脳梗塞への効果が期待される細胞医薬品

SB623の開発・販売権のライセンスに関す

るオプション権を取得しました。現在、米国

で第1相 /第2相臨床試験を実施しており、

2017年度の上市を目指しています。また、大

日本住友製薬は、ヘリオス社と iPS細胞由来

の網膜色素上皮細胞を使った細胞医薬品

HLS001の共同開発を日本国内で進めていま

す。このHLS001は、失明の主な要因の一つ

となっている加齢黄斑変性などの眼疾患の網

膜機能を回復させる働きがあると期待されて

おり、最速で2018年度の条件付き承認取得

を目指しています。
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Q5

A5

昨今、国内の化学プラントで火災事故などが続いて発生していますが、

住友化学の安全・安定操業に向けた取り組みを教えてください。

プラントの安全・安定操業の維持は、当社事業の存立の基盤であり、

グループを挙げ保安力強化活動に取り組んでいます。

企業規模が拡大し、事業活動が一層複雑化

するなか、当社にとってプラントの安全・安

定操業の維持は、一段と重要性を増していま

す。当社は、中期経営計画で「安全文化の深化

と保安力強化による安全・安定操業」を重要

課題に掲げ、グループを挙げた取り組みを進

めています。

これまで当社が蓄積してきた技術やノウハ

ウを最大限に生かすために、プラントの運転

にあたる社員、工場の設計・保安管理の担当

者、生産技術の研究者に、製造現場の経験が豊

富な社員OBが加わり、プラントの保安力強

化活動に取り組んでいます。具体的には、プ

ラントの保安リスクを徹底的に洗い出し、各

リスク要因への対応策を検討してマニュアル

化しています。また、トラブル発生時などの

非常時に運転員が適切な対応を取れるよう、

マニュアルには作業の手順に加え、そうした

手順を踏まなければならない理由や背景も併

記しています。さらに、プラント本体だけで

なく、動力・用役、変電設備など付帯設備での

事故防止にも力を入れています。
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部門別概況

売上高構成比 売上高構成比 売上高構成比資産構成比 資産構成比 資産構成比

主要製品
• アクリロニトリル 　• カプロラクタム
• アニリン　• メタノール  
• MMAモノマー・ポリマー　• 硝酸  
• 苛性ソーダ　• 水酸化アルミニウム  
• アルミナ　• 高純度アルミニウム  
• アルミニウム　• レゾルシン  
• 高分子添加剤　• ゴム薬品 
• 染料　• EVAエマルジョン

主要製品
• エチレン　• プロピレン
• スチレンモノマー
• プロピレンオキサイド
• ポリエチレン　• ポリプロピレン
• エチレン酢酸ビニール共重合樹脂
• 熱可塑性エラストマー
• エチレン・プロピレンゴム　• ABS樹脂 
• 農業用フィルム　• ポリプロピレンシート

主要製品
• 偏光フィルム　• カラーフィルター
• カラーレジスト　• 導光板
• フォトレジスト　• タッチセンサーパネル
• 電子工業用高純度薬品
• スパッタリング用アルミターゲット
• スーパーエンジニアリングプラスチックス
• MOエピウェハー
• 耐熱セパレータ

13% 35% 16%11% 23% 13%

（2013年度）

基礎化学 石油化学 情報電子化学

P28 P30 P32

（109）億円

（3.8）  %
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売上高構成比 売上高構成比資産構成比 資産構成比

※セグメントの区分方法の変更
2011年4月1日付で精密化学部門を廃止し、同部門に
含まれていた機能性材料、添加剤、染料などを基礎化学
部門に移管しました。また、同部門に含まれていた医薬
化学品などを農業化学部門に移管し、これに伴い農業
化学部門を健康・農業関連事業部門に改称しました。ま
た、医薬品部門に帰属する連結子会社の、その他部門に
含まれていた事業を医薬品部門に変更しました。2010
年度の業績についても、比較のためこれらの組み替え
を行っています。

主要製品
• 農薬製品
　（殺虫剤、殺菌剤、除草剤、植物生長調整剤）
• 家庭用殺虫剤
• 防疫用殺虫剤　
• 長期残効性蚊帳
• 動物薬　
• 飼料添加物　
• 肥料　• 医薬原体　• 医薬中間体

主要製品
• 医療用医薬品
• 放射性医薬品
• 放射線治療用医療機器

15% 19%16% 26%

健康・農業関連事業 医薬品

P34 P36
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部門別売上高

基礎化学
健康・農業関連事業

医薬品 その他

石油化学 精密化学
情報電子化学
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部門別営業利益

基礎化学
健康・農業関連事業

医薬品 その他 消去

石油化学 精密化学
情報電子化学

-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

515 607

880

450

1,008

Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

25

O
verview

M
anagem

ent S
trategy

O
ur O

p
eratio

ns
C

S
R

 &
 G

overnance
Financial S

ection
C

orp
orate D

ata

住化14_J_校正戻し.indd   25 2014/08/05   10:39



部門別財務ハイライト

 ’05/3  ’06/3  ’07/3  ’08/3  ’09/3 

売上高

■ 基礎化学 ¥  2,258 ¥  2,524 ¥  3,140 ¥  3,147 ¥  2,400 

■ 石油化学 4,126 4,861 5,391 6,033 5,530

■ 精密化学 841 790 909 929 808

■ 情報電子化学 1,748 2,292 2,664 2,975 3,071

■ 健康・農業関連事業 1,716 1,862 1,983 2,004 2,222

■ 医薬品 1,707 2,331 2,345 2,376 2,356

■ その他 568 906 1,468 1,501 1,495

合計 12,963 15,566 17,900 18,965 17,882

営業利益（損失）

■ 基礎化学 52 100 135 106 (153)

■ 石油化学 150 179 236 45 (303)

■ 精密化学 115 98 131 114 16 

■ 情報電子化学 187 217 35 63 (10)

■ 健康・農業関連事業 148 166 233 209 244 

■ 医薬品 344 383 562 465 324 

■ その他 57 58 80 37 (79)

消去 (3) 7 (15) (15) (17)

合計 1,052 1,208 1,396 1,024 21 

設備投資

■ 基礎化学 182 207 246 276 147

■ 石油化学 137 161 169 212 176

■ 精密化学 75 70 46 69 77

■ 情報電子化学 402 440 720 334 506

■ 健康・農業関連事業 180 88 101 85 113

■ 医薬品 191 106 125 183 127

■ その他 90 177 191 267 196

合計 1,258 1,249 1,598 1,425 1,341

研究開発費

■ 基礎化学 51 53 57 61 64

■ 石油化学 109 114 113 111 120

■ 精密化学 44 44 42 41 42

■ 情報電子化学 97 128 126 137 212

■ 健康・農業関連事業 186 194 187 194 207

■ 医薬品 281 367 425 477 550

■ その他 14 19 26 33 116

合計 782 919 977 1,054 1,311

※1  2010年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しています。これに伴い、全社共通研究費などの配賦方法の見直し、および一部連結子会社の帰属するセグメントの変更を
行っており、2009年度についても、比較のためこれらの組み替えを行っています。
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（億円）

 ’10/3※1  ’11/3  ’12/3  ’13/3  ’14/3 

¥  2,033 ¥  3,023 ¥  2,843 ¥  2,635 ¥2,869

4,815 6,499 6,724 6,939 7,920

867  ̶  ̶  ̶  ̶ 

2,652 3,223 2,931 3,000 3,623

2,115 2,508 2,641 2,626 3,270

2,675 4,106 3,805 3,786 4,188

1,051 466 534 540 568

16,209 19,824 19,479 19,525 22,438

13 206 93 (64) (109)

(2) 111 62 (32) 49

36  ̶  ̶  ̶  ̶ 

63 261 110 117 349 

293 233 265 263 382 

299 287 209 309 471 

67 41 77 80 84 

(254) (260) (209) (222) (218)

515 880 607 450 1,008 

124 166 245 330 227

144 137 196 141 170

178  ̶  ̶  ̶  ̶ 

115 277 669 187 515

232 156 193 251 175

78 105 113 146 287

163 146 135 106 61

1,032 987 1,551 1,161 1,434

35 51 52 58 64

83 76 72 71 76

42  ̶  ̶  ̶  ̶ 

110 116 117 123 150

172 216 197 206 229

549 712 590 611 719

181 211 195 181 176

1,173 1,381 1,223 1,250 1,413

売上高構成比の推移

基礎化学
農業化学 /健康・農業関連事業 医薬品 その他

石油化学 精密化学 情報電子化学

2007年 3月期

18%8%

30%

11%

15%

その他 8%

売上高
17,900
（億円）

5%

2010年 3月期

13%7%

30%
13%

16%

その他 7%

売上高
16,209
（億円）

5%

2013年 3月期

バルク
ケミカル
50%

14%3%

36%
13%

19%

15%

スペシャリティ
ケミカル
47%

その他 3%

売上高
19,525
（億円）

バルク
ケミカル
48%

スペシャリティ
ケミカル
44%

バルク
ケミカル
43%

スペシャリティ
ケミカル
50%

2014年 3月期

バルク
ケミカル
48%

13%2%

35%
15%

19%

16%

スペシャリティ
ケミカル
50%

その他 2%

売上高
22,438
（億円）

16%

13%
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中期経営計画の進捗

• カプロラクタム液相法プラント生産停止決定

• 愛媛工場のMMAポリマープラント生産停止

• DPF生産設備建設

• 高純度アルミナ生産能力拡大

28 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

基本方針

• 積極的な構造改革による事業基盤の拡大・強化

2015年度目標

売上高　　　　　　　  営業利益

3,500億円 　150億円

基礎化学

売上高と営業利益（損失）

’06/3 ’07/3 ’08/3 ’09/3 ’10/3 ’11/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3
（予想）

（億円） （億円）

100

135
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-153

13

206

93

-64 -60
-109
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3,140 3,147

2,400
2,033

3,023
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2,635
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3,100

-200
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売上高（左軸） 営業利益（損失）（右軸）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

当社の基礎化学部門は、メタアクリル（MMA）、カプロラクタ
ム、無機材料の開発・製造・販売を行っています。これらの事業
の収益力を強化すると同時に、需要の高い成長が続くと見込ま
れるアジア市場を中心にグローバルな事業拡大を引き続き進め
ていきます。

シンガポールMMAプラント

カプロラクタムとナイロン製品水族館 ディーゼルエンジン乗用車用
DPF

2013～2015年度　中期経営計画の部門戦略
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メタアクリル事業

　MMAポリマーは優れた透明性と耐

候性を有しており、発光ダイオード

（LED）テレビ用導光板などの光学部

品、自動車部品、ショーケース、屋外広

告など幅広い用途に使用される優れ

た素材です。中国やインドをはじめと

したアジアの国々の経済成長に伴い、

年間70万トン程度と推定される

MMAポリマーのアジア需要は、年率

3～4%程度の成長が見込まれます。

　当社は、アジアでのMMAの大手

メーカーとして、モノマーやポリマー

から最終製品のシートまでのMMAの

製品チェーン全体の競争力強化に引

き続き取り組んでいます。

　2013年12月に日本でのMMAポリ

マーの製造を停止し、MMAポリマー

の製造・販売・研究の機能をシンガ

ポールに集約しました。成長が期待さ

れるアジア地域の需要に対応すべく、

シンガポールでの製品開発機能を拡

充するとともに、シンガポールの最新

鋭のMMAポリマープラントを活用す

ることで、さらなる品質向上と製品の

差別化を進めていきます。

カプロラクタム事業

　カプロラクタムは、繊維・フィルム・

エンジニアリングプラスチックに使用

されるナイロン6の原料です。アジア

地域では、中国を中心に衣料品、エン

ジニアリングプラスチック、タイヤ

コード用途でのナイロン6の需要が非

常に強いことから、年間300万トン程

度あるカプロラクタムのアジア需要

は、中期的には年率6%程度の成長を

続けると予想されます。

　当社は、従来法の液相法プロセスに

加え、省エネ・省資源である当社独自

の気相法プロセスでカプロラクタム

を生産しています。カプロラクタム事

業の競争が厳しくなっていることを

受け、2015年末までに液相法のプラ

ントを停止することを決定しました。

無機材料事業

　当社は、粒子の大きさや形状などの

物性を制御する高度な技術力を活か

し、特長ある高機能な無機材料を提供

しています。当社は、高純度アルミナ

では世界のトップメーカーです。近年

では、当社の高純度アルミナ製品は、

LED用サファイア基板、リチウムイオ

ン二次電池部材、電子材料用の高熱伝

導フィラーなどの新たな用途での需

要が拡大しています。当社は愛媛工場

における高純度アルミナの生産能力

を2014年1月に年産1,600トンから

3,200トンへ増強しました。また、ハ

イブリッド車や電気自動車用電池な

どの需要も大きく拡大しているため、

韓国でもリチウムイオン二次電池用

グレードの生産能力を年産1,600ト

ン増強しました。

　さらに液晶ディスプレイや太陽電池

のガラス基板の原料に用いるファイン

アルミナ、人工大理石やハロゲンフ

リー難燃剤として用いる水酸化アルミ

ニウムなどを製造・販売しています。

　このほか、欧州での排ガス規制強化

に伴い、需要拡大が見込まれるディー

ゼルエンジン乗用車用のすす除去

フィルター（DPF）の開発にも力を入

れています。当社のチタン酸アルミニ

ウム製のDPFは、排気ガスの圧力損

失と耐熱衝撃性の両面で、既存のシリ

コンカーバイト製より優れている点

が特長です。既に、自動車メーカーに

チタン酸アルミニウム製のDPFのサ

ンプル提供を開始しており、2015年

の量産開始を目指しています。

償却前営業利益と資本的支出

償却前営業利益 資本的支出

（億円）

’10/3 ’11/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3
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総資産（左軸） 総資産収益率（右軸）

（億円） （%）

’10/3 ’11/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3
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（回）
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当社の石油化学部門は、ポリエチレン、ポリプロピレン、プロピ
レンオキサイドなどの開発・製造・販売を行っています。事業の
グローバル化と製品の高付加価値化をより一層進めることで、
事業の競争力・収益力の強化を進めていきます。

石油化学

売上高と営業利益（損失）

中期経営計画の進捗

• 千葉工場エチレンプラント生産停止決定

• PO/SM併産プラント生産停止決定

• S-SBR生産能力増強

•   親会社とペトロ・ラービグの各種取引条件の見直し

千葉工場

2013～2015年度　中期経営計画の部門戦略

ポリエチレン製品プロピレンオキサイドを原料
とするクッション材を用いた
自動車シート

合成ゴムでつくられた自動車
タイヤ

基本方針

• 過去の投資からの成果獲得

• 将来の事業環境を見据えた事業構造強化

2015年度目標

売上高　　　　　　　  営業利益

8,050億円 　240億円
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ポリエチレン事業

　世界のポリエチレン（PE）需要は年

間8,000万トンと推測され、年率3%

の成長が見込まれます。当社は日本・

シンガポール・サウジアラビアにPE

の生産拠点を有し、世界生産能力は

151万トン／年であります。PE事業

の一層の高収益化を目指し、高成長が

見込まれる太陽電池の封止材用のエチ

レンビニルアセテート（EVA）樹脂の販

売拡大を進めています。また、低密度

ポリエチレン（LDPE）では紙用の耐水

ラミネートなどの高付加価値用途での

事業拡大を積極的に進めています。

ポリプロピレン事業

　世界のポリプロピレン（PP）需要は

年間5,800万トンと推測され、年率

5%の成長が見込まれます。当社は日

本・シンガポール・サウジアラビアに

PPの生産拠点を有し、世界生産能力

は170万トン／年であります。自動車

部品用のPPコンパウンドや高品質な

電子部品用フィルム材料、食品包装

フィルム材料など高付加価値用途で

のPP事業を強化するための取り組み

をさらに推進しています。

プロピレンオキサイド事業

　プロピレンオキサイド（PO）は、主

にポリウレタンの原料に用いられま

す。世界のPO需要は年間800万トン

と推測され、年率4%の成長が見込ま

れます。当社は日本・サウジアラビア

にPOの生産拠点を有し、世界生産能

力は58万トン／年であります。POの

需要動向に合わせ生産体制を再構築す

るため、千葉工場のPO/SM併産プラ

ント（生産能力　PO：18万トン／年、

SM：43万トン／年）の生産を2015年

に停止することを決定しました。

償却前営業利益（損失）と資本的支出

償却前営業利益（損失） 資本的支出

（億円）
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ラービグ計画

　当社は、世界最大の石油会社であるサウジ・アラムコ社とともに、ペトロ・ラービグ

社に37.5%の出資を行い、同社の世界最大級の石油精製と石油化学の統合コンプレッ

クスの運営サポートを行っています。コンプレックスは、日量40万バーレルの原油と

年間120万トンのエタンを主原料として、様々な石油精製製品と石油化学製品を生産

しています。同コンプレックスは、石油精製と石油化学を一体運営することで、優れた

運営効率と高い規模の経済性を有していることに加え、コスト競争力の高いエタンを

主原料の一つとしています。

　現在、当社はサウジ・アラムコ社とラービグ第2期計画の確定に向けた作業を実施

中です。第2期計画では、年間40万トンのエタンと年間300万トンのナフサを原料と

し、付加価値の高い様々な石油化学製品を新たに生産することで、ラービグコンプ

レックスの競争力を一層強化することを目指しています。

千葉工場の再構築

　当社は、日本での石油化学事業の拠点である千葉工場の競争力を強化するため、

2015年5月までに、エチレン製造設備を停止することとしました。また、エチレン製

造設備の停止に合わせ、プロピレンオキサイドおよびスチレンモノマーの併産設備を

停止し、スチレンモノマーの製造・販売からの撤退を決定しました。当社は、千葉工場

の再構築を通じ、石油化学事業を強化・維持していきます。
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情報電子化学

当社の情報電子化学部門は、偏光フィルムなどの液晶部材、タッ
チセンサーパネルやフォトレジストなど高い成長が見込まれる
事業に重点的に経営資源を投入し、事業のさらなる拡大を進め
ていきます。

売上高と営業利益（損失）

中期経営計画の進捗

• モバイル用偏光フィルム生産能力拡大

• スマートフォン用偏光フィルムの販売拡大

• 有機ELディスプレイ用タッチセンサー生産能力増強

• 液晶ディスプレイ用タッチセンサー生産設備新設

•   耐熱セパレータ生産能力拡大

偏光フィルムプラント

2013～2015年度　中期経営計画の部門戦略

スーパーエンジニアリングプ
ラスチックス

偏光フィルム フォトレジスト

基本方針

• 革新的な新製品・技術の開発

• マーケットインの徹底による市場構造変化への対応

2015年度目標

売上高　　　　　　　  営業利益

4,350億円 　340億円
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液晶ディスプレイ部材事業

　当部門のコア事業である液晶部材

事業の柱となるのが偏光フィルム事

業です。ディスプレイサーチ社によれ

ば、2014年のテレビ用液晶パネルの

世界需要は、2013年と同規模の2億

3,000万台と予想されています。

　また、IDC社によれば、スマートフォ

ンの世界需要は2013年の10億1,000

万台から、2014年には12億500万台

へと19.3%の成長、タブレット端末の

世界需要は2013年の2億1,060万台

から、2014年には2億5,150万台へと

19.4%の成長が予想されています。

　現在、当社は液晶ディスプレイの主

要部材である偏光フィルムで世界トッ

プグループの一角を占めています。当

社は、日本・台湾・韓国・中国に生産拠

点を有し、韓国・台湾・中国の有力液晶

パネルメーカーのプライムサプライ

ヤーとして戦略的な提携関係を築い

ています。

　開発面では、液晶テレビ向けにコス

ト優位性のある材料の採用を進めて

いるほか、需要が急拡大しているス

マートフォンやタブレット端末向けに

は、薄肉型、高精細の偏光フィルムの

開発を進めています。

　このほか、当社では、カラーフィル

ター、カラーレジストなど幅広い液晶

部材を供給しています。

タッチセンサーパネル事業

　タッチセンサーパネルは、スマート

フォンやタブレット端末に使用され

る入力装置です。当社はカラーフィル

ターの生産で培ってきた生産技術を

活かし、タッチセンサーパネルの生産

を2012年上期に開始しました。当社

の有機ELディスプレイ用の高性能な

タッチセンサーパネルへの需要が強

いことから、2013年度中に2度にわた

る投資を行い、生産能力を生産開始当

初の3倍程度にまで拡大しました。ま

た、液晶ディスプレイ用のタッチセン

サーの需要拡大も見込まれるため、カ

バーガラス一体型のタッチセンサー

の生産体制も整備しました。

電池部材事業

　電池部材事業では、リチウムイオン

二次電池用耐熱セパレータの販売に

加え、正極材の開発を行っています。

リチウムイオン二次電池の高容量化

が進む中、当社耐熱セパレータの優れ

た耐熱性・信頼性・安全性が電池メー

カーに高く評価され、幅広い用途に採

用されています。とりわけ、電気自動

車などエコカーに搭載される電池は、

高容量が要求されることから、こうし

た用途向けに耐熱セパレータの販売

が増加しており、耐熱セパレータの生

産能力を順次拡大しています。

　また、正極材については低抵抗・高

容量品の開発を進めており、車載用途

をターゲットに開発を加速させてい

ます。

タッチセンサーパネルプラント

償却前営業利益と資本的支出

償却前営業利益 資本的支出

（億円）
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健康・農業関連事業

当社の健康・農業関連事業部門では、農薬や肥料、家庭用・防疫
用殺虫剤、熱帯感染症対策用の長期残効性蚊帳、養鶏用の飼料
添加物および医薬化学品などを開発・製造・販売しています。
当社は、積極的な戦略投資を行うことで、事業をグローバルに
拡大し、食糧の増産、健康の増進、衛生の向上、環境の改善に貢
献していきます。

売上高と営業利益（損失）

中期経営計画の進捗

• 米国市場の非農耕地分野での販売組織を
　ニューファーム社と統合

• モンサント社とのアライアンスをブラジル・
　アルゼンチンに拡大

• フルミオキサジンの生産能力拡大を決定

•   生活環境事業の北米での商流を統合

•   核酸医薬原薬の受託製造設備の設置を決定

住化ファームでのイチゴ栽培

2013～2015年度　中期経営計画の部門戦略

オリセット®ネットメチオニン 家庭用殺虫剤

基本方針

• グローバル化対応の基盤強化

• 高収益事業基盤の一層強化

2015年度目標

売上高　　　　　　　  営業利益

3,500億円 　450億円
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償却前営業利益と資本的支出

償却前営業利益 資本的支出
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農薬事業

　国内の農薬事業では、魅力ある新製

品の自社開発に加え、製品導入や提携

を通じ、シェア拡大と事業領域の拡張

に取り組んでいます。国内では、2010

～ 2011年にかけて発売した水稲用除

草剤、水稲いもち病用殺菌剤、鱗翅目

用殺虫剤の販売が順調に増加してい

ます。

　一方、海外の農薬事業では事業拡

大を目指し、海外での事業投資や事

業提携を加速させています。当社が

23%出資する豪州の農薬会社ニュー

ファームとの提携は、販売分野で大き

な成果を生みました。ブラジルや欧州

を中心に21カ国で、農薬の相互販売

を開始しています。また、米国で開始

した農作物保護分野におけるモンサ

ント社との提携を南米にも拡大した

ことで、当社の除草剤フルミオキサジ

ンの販売増加が見込まれています。フ

ルミオキサジンのさらなる需要拡大

に備え、2014～ 2015年にかけて大分

工場の生産能力をさらに増強する予

定です。

生活環境事業

　生活環境事業は、家庭用殺虫剤、防

疫用殺虫剤、ペットやその他の非農業

分野の殺虫剤に関するグローバルな事

業を通じ、健やかな生活環境づくりに

貢献しています。同事業では、新規殺

虫剤原体のエミネンス／スミワンの新

規用途の拡大および川下事業への展開

に力を入れています。

ベクターコントロール事業

　マラリア防除は、国連のミレニアム

開発目標のグローバルな優先課題の一

つです。当社では、アフリカなどでの

マラリア防除用の長期残効性蚊帳の需

要拡大を背景に、オリセット®ネットを

中心とした事業を展開しています。今

後さらに熱帯感染症対策のための新製

品開発にも力を入れていきます。

飼料添加物事業

　飼料添加物事業では、主に鶏などの

家禽用飼料に添加される必須アミノ

酸の一種である粉体メチオニンおよ

び液体メチオニンの生産・販売を行っ

ています。年間100万トン程度のメチ

オニン市場は、開発途上国や新興国の

経済成長に伴う食肉需要の拡大、健康

を意識した鶏肉嗜好の高まりなどを

背景に、年率4～ 6%程度の成長が期

待されます。顧客のニーズに迅速かつ

柔軟に対応することで、アジアのトッ

プメーカーとしての地位をさらに強

固なものにしていきます。

医薬化学品事業

　当社は、医薬化学品の大手メーカー

の1社であり、国内外の製薬企業に医

薬品の有効成分（原薬）およびその中

間体を供給しています。2013年11月、

核酸医薬原薬の研究開発用途の製造・

販売に関し、当社は株式会社ボナック

と、同社が所有する知的財産権の独占

的実施権の許諾契約を締結しました。

核酸医薬品は核酸の働きを利用し、病

気を引き起こす遺伝子やたんぱく質

に作用する次世代の医薬品です。国内

外の製薬メーカー向けに、核酸医薬原

薬の受託製造を行うことで、事業規模

の一層の拡大を目指します。
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製剤研究

医薬品

当社の医薬品部門は、大日本住友製薬の医療用医薬品事業と、
日本メジフィジックスの診断用医薬品事業を中心に展開して
います。

売上高と営業利益（損失）

中期経営計画の進捗

•   非定型抗精神病薬ラツーダが北米で
　双極Ⅰ型障害うつに対する適応追加承認を取得

•   非定型抗精神病薬ラツーダが欧州で
　統合失調症の承認を取得

• てんかん治療剤アプティオムを米国で上市

• ヘリオス社と再生・細胞医薬事業で提携

• 北米事業の事業構造改善を実施
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2013～2015年度　中期経営計画の部門戦略

PET検査風景ラツーダ PET検査用 18F-FDG

基本方針

• 経営資源の効率的投入によるグローバルな
　事業活動の拡大

2015年度目標

売上高　　　　　　　  営業利益

3,850億円 　350億円
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償却前営業利益と資本的支出

償却前営業利益 資本的支出
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大日本住友製薬

　大日本住友製薬では、「グローバル

レベルで戦える研究開発型企業」、「最

先端の技術で医療に貢献」というビ

ジョンの実現に向け、2013年度より、

5カ年の中期経営計画に取り組んでい

ます。新薬を成長ドライバーにグロー

バルに事業を拡大することで、業績の

成長を目指しています。

　統合失調症治療剤として2011年2

月に米国で発売した非定型抗精神病

薬ラツーダについては、2013年6月

に双極Ⅰ型障害うつに対する効能を

新たに追加したほか、2014年3月に

欧州で統合失調症治療剤としての販

売許可を取得しました。効能追加や

販売地域を拡大することにより、ラ

ツーダの売上規模を2017年度に全

世界で10億ドルにまで拡大すること

を目指しています。

　2012年のBoston Biomedical,Inc.

の買収により開発パイプラインに加

えたBBI608とBBI503については、

2017年度の発売を目指して開発を進

めています。BBI608とBBI503は、

がん細胞のみならず既存の抗がん剤

に対し耐性を有するがん幹細胞にも

作用すると期待されます。がん幹細胞

によりがんの再発・転移がおきること

が示唆されており、両剤についてはラ

ツーダに次ぐ売上規模となることを

期待しています。

　アンメット・メディカル・ニーズの

高い精神神経領域とがん領域を研究

重点領域とし、研究開発投資を積極的

に進めることで、革新的な新薬を創出

することを目指しています。さらに、

iPS細胞などの最先端技術を創薬に応

用するとともに、再生医療製品や細胞

医薬品の研究開発に取り組むほか、ミ

トコンドリア病や非アルコール性脂

肪肝炎などの難治性疾患に対する世

界初の治療薬の研究開発にも挑戦し

ています。

日本メジフィジックス

　日本メジフィジックスは、核医学とい

う極めて専門性の高い医療分野におけ

る日本のリーディングカンパニーです。

　主に悪性腫瘍、脳や心臓疾患など、

疾病の病状や治療経過などを把握す

るための検査で用いられる放射性医薬

品の開発・製造・販売を行っています。

なかでも、悪性腫瘍の早期診断に有用

とされるPET検査に用いられる「FDG

スキャン注」が同社の主力製品となっ

ています。

　2014年には、パーキンソン症候群

とレビー小体型認知症を対象とする

脳疾患診断薬「ダットスキャン静注」

を発売しました。同剤は、疾患の診断

精度向上と適切な治療方針決定に寄

与することが期待されます。

　診断薬以外にも、前立腺がんの小線

源療法用の医療機器、がんの骨転移に

よる疼痛の緩和剤、放射能による体内

汚染の除去剤などの疾病治療に貢献

する製品も提供しています。
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製品／コード名 一般名 剤形 予定適応症 開発地域
開発段階

備考
第Ⅰ相 第Ⅱ相 第Ⅲ相 申請中 承認※1

精神神経領域

ラツーダ
SM-13496

ルラシドン
塩酸塩

経口剤 統合失調症 欧州※2 自社開発品

オーストラリア

双極 I 型障害うつ
 （新効能）

カナダ

統合失調症 台湾

日本・中国

双極 I 型障害うつ
双極性障害メンテナンス

日本

双極性障害メンテナンス
 （新効能）

米国・欧州
など

大うつ（混合症状）
 （新効能）

米国・欧州
など

アプティオム エスリカル
バゼピン
酢酸塩

経口剤 てんかん（併用） カナダ BIAL社からの
導入品

てんかん（単剤）
 （新効能）

米国

ロナセン ブロナンセリ
ン

経口剤 統合失調症 中国 自社開発品

統合失調症（小児用量） 日本

統合失調症（新剤形：
経皮吸収型製剤）

日本

AS-3201 ラニレスタッ
ト

経口剤 糖尿病合併症 日本 自社開発品

EPI-743 未定 経口剤 リー脳症 日本 Edison社からの
導入品

SEP-225289 未定 経口剤 注意欠陥多動性障害
（ADHD）

米国 自社開発品
 （Sunovion社）

トレリーフ ゾニサミド 経口剤 レビー小体型認知症
（DLB）に伴うパーキン
ソニズム（新効能）

日本 自社開発品

DSP-2230 未定 経口剤 神経障害性疼痛 英国・米国 自社開発品

SEP-363856 未定 経口剤 統合失調症 米国 自社開発品
 （Sunovion社）

※1 承認／販売準備中    ※2 ルラシドンの欧州は武田薬品との共同開発    ※3 第Ⅱ /Ⅲ相

大日本住友製薬の開発パイプライン （2014年5月8日現在）

※3
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製品／コード名 一般名 剤形 予定適応症 開発地域
開発段階

備考
第Ⅰ相 第Ⅱ相 第Ⅲ相 申請中 承認※1

がん領域

カルセド アムルビシン
塩酸塩

注射剤 小細胞肺がん 中国 自社開発品

BBI608 未定 経口剤 結腸直腸がん（単剤）※4

 （国際共同治験）
米国・カナダ・
日本など

自社開発品（BBI）

胃がん（併用）
 （国際共同治験）

米国

結腸直腸がん（併用） 米国・カナダ

固形がん（併用） 米国・カナダ

消化器がん（併用） 米国・カナダ

胃がん（併用） 日本

WT4869 未定 注射剤 骨髄異形成症候群 日本 自社開発品
 ［中外製薬（株）
との共同研究］固形がん 日本

WT2725 未定 注射剤 固形がん、血液がん 米国  ［中外製薬（株）
との共同研究］

固形がん 日本

BBI503 未定 経口剤 固形がん（単剤） 米国・カナダ 自社開発品（BBI）

※1 承認／販売準備中    ※2 第Ⅰ /Ⅱ相の第Ⅱ相段階    ※3 第Ⅰ /Ⅱ相の第Ⅰ相段階
※4 本試験については、あらかじめ定められたクライテリア（判断基準）を達成しなかったため、2014年5月に、新規の患者登録および登録済みの患者への投与を中止した。    

製品／コード名 一般名 剤形 予定適応症 開発地域
開発段階

備考
第Ⅰ相 第Ⅱ相 第Ⅲ相 申請中 承認※1

呼吸器領域

SUN-101 グリコピロニウ
ム臭化物

点鼻剤 慢性閉塞性肺疾患 米国 自社開発品
 （Sunovion社）

DSP-3025 未定 点鼻剤 気管支喘息、
アレルギー性鼻炎

日本 自社開発品

循環器・糖尿病領域

メトグルコ® メトホルミン
塩酸塩

経口剤 2型糖尿病
 （小児用量追加）

日本 Merck Santé社
からの導入品

シュアポスト      レパグリニド 経口剤 2型糖尿病
 （新効能、DPP-IV阻害
剤を含むすべての併用
療法）

日本 Novo Nordisk社
からの導入品

その他領域

DSP-1747 obeticholic 
acid

経口剤 非アルコール性脂肪肝
炎（NASH）

日本 Intercept社
からの導入品

DSP-6952 未定 経口剤 便秘型IBS、慢性便秘 日本 自社開発品

※1 承認／販売準備中

※2

※3
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次世代事業の開発

本格普及時期 2011年 2015年 2020年～

環境・
エネルギー

ICT

ライフ
サイエンス

：事業化済み、または事業化（実用化）の目途が立った次世代事業

Si系太陽電池（HEVA、電極ペーストなど）
リチウムイオン電池（セパレータ）
LED照明（サファイヤ基板、アルミナなど）

有機薄膜太陽電池
次世代二次電池

有機半導体

クロップストレスマネジメント

パワー半導体（エピウェハー）

               耐熱・熱伝導材料
DPF

                  CO2分離

               有機ELディスプレイ（発光材料）
             次世代偏光板

　　 光学封止材料
               フレキシブルディスプレイ用材料・部材

有機EL照明

統合失調症治療剤

ES･iPS細胞を用いた化合物安全性評価・創薬

細胞医薬 再生医薬

がん幹細胞標的薬

研究開発

6つのコア技術住友化学グループは、今後も、化学の持つ創造的な力を最

大限に活かした革新的な技術や製品を広く世界に提供し、

人類社会の発展に貢献していくことにより、力強く、持続

的に成長していくグローバルカンパニーとなることを目

指しています。

　当社では、長年にわたり幅広い分野で様々な技術を磨

くことにより触媒設計、精密加工、有機・高分子材料機能

設計、無機材料機能設計、デバイス設計、生体メカニズム

解析という6つの技術を当社のコア技術として確立しま

した。これらのコア技術の組み合わせやオープンイノベー

ションによる社外技術との融合により、革新的な製品や

技術を生み出す研究開発の基本戦略を、創造的ハイブリッ

ド・ケミストリーと呼んでいます。

　当社は、今後の中長期的な経済および事業環境の予測

に基づき、環境・エネルギー、ICT、ライフサイエンスの3

分野を成長が期待できる事業領域と定めました。当社は、

研究開発をはじめとした経営資源をこの3分野に重点配

分することで、次世代事業を開発していきます。環境・エ

ネルギー分野では、DPFを事業化したほか、有機EL照明

市場に参入しました。ICT分野では、フレキシブルディス

プレイ用材料・部材を近々事業化する目途が立ったほか、

光学封止材料の実用化の目途も立ちました。ライフサイ

エンス分野では、ES/iPS細胞の化合物安全性評価への活

用が始まるなど、次世代事業の開発は順調に進捗してい

ます。

創造的
ハイブリッド・
ケミストリー

触媒設計

精密加工

生体
メカニズム
解析

有機・
高分子材料
機能設計

無機材料
機能設計

デバイス設計
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フレキシブルディスプレイ材料・部材

　現在のディスプレイはガラス部材を多用していますが、

当社はこのガラス部材を樹脂部材に置き換える研究開発

を進めています。樹脂部材を使うことにより、さらに薄く、

軽く、強度が高くなり、フレキシブルをはじめとする多様

なディスプレイが実現します。

　このフレキシブルディスプレイをスマートフォンやタ

ブレットPCに使用することにより、落下などの衝撃に強

い、これまで以上に携帯性に優れたモバイル端末の開発

が可能となります。さらに、将来的には曲げることが可能

なディスプレイの開発も視野に入っており、これまでに

ないデザインや使い方ができる画期的なモバイル端末の

誕生が期待されます。

　当社では、総合化学メーカーとして培った樹脂などの

素材開発力とディスプレイ事業で培った光学製品設計技

術を活かして幅広い材料や部材を提供し、フレキシブル

ディスプレイをはじめ多様な新しいディスプレイの実用

化に大きく貢献します。

　当社が開発を行う材料・部材の具体例としては、フィル

ム型タッチセンサー、ガラス代替フィルム、塗布型偏光板

などがあります。フィルム型タッチセンサーは、柔軟性

や耐久性が高く、軽量であり、2014年度上期の上市を予

定しています。塗布型偏光板は、既存の偏光フィルムに

比べ、より薄く、柔軟性があり、コスト競争力も高いと期

待され、2014年度の上市を目指した開発を進めていま

す。また、ガラス代替フィルムは、ガスバリア性、強度、

透明度を高めたフィルムであり、カバーガラスや封止ガ

ラスなどの代替が期待されており、2015年度中の上市を

目指しています。

Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014
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代替

代替

現在の有機ELディスプレイの構造の一例
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知的財産

知的財産活動の基本方針

　当社の知的財産活動は、事業部門、研究所および知的財

産部が一体となり、当社の事業価値の創造・維持・拡大に

貢献することを目指しています。

　知的財産活動から事業価値を生み出すためには、技術

開発により生み出された成果について「広く、早く、強く、

長く持続する特許」を取得して保護・権利化するとともに、

その権利の活用を促進することで、技術開発の成果を事

業活動で最大限に有効利用することが重要です。

　また、他人の有効な特許についてはこれを尊重し、一方

で取得した特許権などについては法のもとで正当かつ最

大限に保護してその活用を図るとともに、当社の事業活

動の自由度を広く確保できるような知的財産活動を行う

必要があります。

　当社では、このような観点から、知的財産活動の基本方

針を下記の通り定めています。

グローバル化と特許の質の向上に取り組む

　当社では、知的財産活動のグローバル化や取得する特

許の質の向上に取り組んでいます。

　当社は事業をグローバルに展開しており、海外グルー

プ会社での研究開発活動も活発化しています。2014年2

月に第1回のグローバルIPミーティングを開催し、海外グ

ループ会社8社の知財部門代表者を含む55名の知的財産

担当者が集まり、各社の知的財産活動の紹介やグループ

会社間の協業の可能性などのディスカッションを行いま

した。また、シンガポールを含む東南アジアにおいて、現

地の研究開発担当者向けに、既に2回の知財研修を実施済

みであり、今後も海外グループ会社と一体となり、効率的・

効果的な知的財産活動を推進していきます。

　また、グループ会社の住友化学知的財産センターを今

年3月末で解散して、当社の知的財産部に業務を統合し、

戦略的に知的財産部門の変革に取り組んでいます。今後、

戦略の立案と特許の出願および権利化を同一組織で行う

ことで、事業価値向上にこれまで以上に貢献する特許の

出願を行うことを目指しています。

知的財産活動の基本方針

1. 事業戦略と一体となった知的財産戦略

2. グローバルな事業価値を生み出す知的財産活動

3. 全ての技術開発成果の活用を図る知的財産活動

4. 法を尊重し、権利を尊重した知的財産活動

国内特許の出願件数

年度 2009 2010 2011 2012 2013

国内特許出願（件数） 1,952 2,283 2,309 1,373 794
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企業の社会的責任（CSR）

住友化学のCSR

　住友化学の事業は1913年、四国の別子銅山における銅

の製錬の際に生じる亜硫酸ガスを使って肥料（過燐酸石

灰）を生産したことに始まります。汚染物質の排出量を削

減することで環境問題を緩和しただけでなく、有用な肥

料を提供することで農産物の収穫量の増加にも貢献しま

した。

　それ以来、当社は事業を通じて「豊かな暮らしづくり」

を目指すとともに、環境問題に配慮しながら継続して社会

貢献を行っています。このような取り組みが、当社の企業

としての社会的責任（CSR）の基本となっています。2004

年11月、当社は事業精神や経営理念、企業行動憲章を踏ま

えて「CSR基本方針」を制定しました。当社は、この基本

方針に基づき、CSR活動を引き続き強化していきます。

CSR経営の実践

　CSRとは、事業活動を通じて社会の持続的発展に寄与

していくことであると、当社では考えています。当社は、

「経済性の追求」、「レスポンシブル・ケア」そして「社会

活動」の3つの領域にバランス良く取り組みながら事業活

動を行っています。また、化学産業に携わる一員として、

サステイナブル・ケミストリーの実現を目指しています。

サステイナブル・ケミストリー

　住友化学はより良い製品や技術をより環境や社会に望

ましい形で提供することで、人々の豊かで快適な暮らし

や経済成長と社会の持続的発展に寄与していくサステイ

ナブル・ケミストリーの実現を目指しています。

　化学製品は様々な用途に使用され、幅広い産業と人々

の生活を様々な面から支えていますが、その生産過程に

おいては貴重な資源やエネルギーを大量に消費し、排水、

排ガスおよび固体廃棄物を排出します。当社は、絶え間な

い技術革新を通じ、環境への負荷を可能な限り抑えて化

学製品を生産する「グリーンプロセス」、そして環境・安

全・健康により配慮した製品である「クリーンプロダク

ト」の開発を進めています。

44 Sumitomo Chemical Company, Limited
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CSR基本方針

　住友化学は、これまで世の中になかった新しい有

用な技術や製品を生み出し、提供し続けることに

よって、企業価値を向上させ、人々の豊かな暮らし

づくりや、私たちの社会や地球環境が抱える問題の

解決に貢献していきます。

　そのためには、当社は経済性の追求、安全・環境・

品質保証活動、社会的活動のそれぞれにバランス良

く取り組み、また株主、社員、取引先、地域社会の

方々など、関係するあらゆるステークホルダーの皆

様の関心に配慮しながら、CSR活動を推進してま

いります。これらの取り組みを通じて、社会の持続

可能な発展に大きな役割を果たし、同時に自らも発

展を続け、当社が21世紀に目指す姿である「真のグ

ローバル・ケミカルカンパニー」となることを実現

したいと思います。
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CSR推進体制

　2012年4月より、CSR活動の一段の進展を図ることを

目的に、CSR統括役員を委員長とし、本社・事業部門の役

員からなる「CSR 推進委員会」を運営しています。2014

年3月に開催した委員会では、2013年度の実績報告を行

い、2014年度のCSR活動方針を決定しました。

　設定したCSR活動方針は、各事業部門や事業所の代表

者からなる「CSR 推進連絡会」を通じて共有します。各

所では方針に基づいた具体的な取り組み目標設定し、

CSR活動を推進しています。また海外グループ会社との

連携をさらに強化するため、2013年9月と11月には、海

外の各地域に設置された地域統括会社のCSR担当者が参

加する「グローバルCSRミーティング」と日本・台湾・韓

国の3地域からなる「リージョナルCSRミーティング」

をそれぞれ開催し、CSR活動紹介と情報交換および今後

のCSR活動についての意見交換を行いました。

2014年度のCSR活動年度方針を策定

　「CSR基本方針」に基づき、毎年、CSR活動年度方針を

策定しています。2014年度については、経済、環境、社会

の側面を総合的に捉えたCSR活動を競争力の源泉とし、

企業価値の最大化を図るとともに、グローバル企業とし

ての社会的責任を果たすことを目的に、次のCSR活動年

度方針を策定しました。

2014年度CSR活動年度方針

【経済活動】

業績の改善および事業基盤の強化に向けた取り組み

を進めることで、企業価値の最大化を図り、グローバ

ル企業としての社会的責任を果たす。

【RC活動】

• 環境安全（気候変動対応を含む）・化学品安全

「住友化学企業行動憲章」「住友化学企業行動要領」

「安全、環境、品質に関する基本方針」に基づき、企

業の社会的責任を果たすことにより、社会からの信

頼を高め、持続発展可能な事業運営に資するため

「安全をすべてに優先させる」の基本理念のもと、

事業活動の基盤である無事故・無災害による安定

操業を確保し、地球環境保全、化学品のリスク管理

や社会とのコミュニケーションなどの積極的なレ

スポンシブル・ケア活動を推進する。

• 品質保証

「安全、環境、品質に関する基本方針」に基づき、顧

客重視を一層強化した品質保証活動を実践すると

ともに、グループ会社の品質保証活動の支援を図

り、グループ全体で顧客が満足しかつ安心して使用

できる品質の製品とサービスを提供する。

• RC監査

グループのRCリスクを最小化するためにレスポ

ンシブル・ケア活動の進歩を促進するとともに、事

業創造と事業の効率的運営、グループ会社運営に密

着したRC監査・改善支援を行う。

【社会活動】

•   ダイバーシティ、ワーク・ライフ・バランスを推進

することによって、やりがい働きがいを感じられる

職場環境、体制を整える。

•   住友化学グループらしい社会貢献活動を推進する

ことで、グローバル企業としての社会的責任を果

たす。

•   事業を通じた社会への貢献に対し、従業員全員が

参画意識を持てるよう、当社CSRの意義を浸透さ

せる。

•   住友化学グループとしてのコーポレートブランド

価値向上を目指し、社内外への訴求を図る。

CSRの推進体制

CSR推進委員会

基

礎

化

学

部

門

石

油

化

学

部

門

情
報
電
子
化
学
部
門

健
康
・
農
業
関
連
事
業
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門

本

社

部

門

各

事

業

所

CSR推進連絡会

CSR推進室（事務局）
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CSR浸透施策

　CSR活動のベースとなる企業理念を浸透させるため、

企業理念をまとめた「ステートメントブック」（小冊子と

DVD；日本語・英語・中国語・韓国語版）を、各種研修や社

員懇談会などの場で活用し、住友化学グループ一体と

なったCSR活動の浸透、推進に努めています。

　また、2013年からは東京本社で社員交流会を開催し、

事業部門ごとの業務内容を知る機会を通じて、ステート

メントブックで学んだことを振り返る機会を設けるなど

の試みも始めています。社員のCSR活動に対する意識を

喚起・醸成する取り組みとして、社員と会社が一体となっ

て寄付を行う「マッチングギフト制度」やボランティア活

動の実施を継続して推進しています。

企業の社会的責任（CSR）

　当社は、社会の一員として、地域社会、国際社会、取引

先、お客様、社員とのより良い関係づくりに積極的に取り

組んでいます。

（1）社会貢献活動

　住友化学は、「地域との共存共栄」、「未来へつなぐ継続

的な社会支援」、「世界中で事業を展開するグローバルカ

ンパニー」という3つの視点から、本業を通じて取り組む

ことを基本に「住友化学らしい」社会貢献活動を推進して

います。

46 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

地域貢献 未来貢献 世界貢献

安全・環境・
健康の確保

次代を担う
子どもたちの

育成

自然災害に
対する支援

住友化学の貢献活動マトリックス

工場・研究所見学会の開催

託児所の設置 アフリカにおける教育支援

発明クラブ、出前授業などの支援 中国・ハンガリーの大学での奨学金制度

地域での少年スポーツ大会などの主催

市民講座・大学講座への協力

インターンシップ生の受け入れ

マッチングギフト（子どもの育成・教育支援）

マラリア防圧キャンペーン・
オリセット®ネット無償提供などの支援

バイオ炭素基金への出資

Table For Two

マッチングギフト（植林活動支援）

国連活動への協力

RC集会対話、
地域広報誌の配布

台風・地震時などの
国内災害時の

救援活動や施設開放など

ハリケーン、地震などの
世界的大災害

被害に対する義援金
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①地域貢献

　当社の各事業所では、地域との共存共栄を目指し、日々

の情報開示と地域の皆様とのコミュニケーション、未来

を担う子どもたちの育成を目的として、地域のニーズに

合わせた様々な活動に取り組んでいます。当社の活動を

正しく理解していただくとともに、地域との良好な関係

の構築、維持に努めています。

東日本大震災の被災地復興支援

　住友化学グループでは、国内外の災害に対し、様々な形

で復興を支援しています。東日本大震災の被災地へは社

員ボランティアを派遣するなど、現在も継続して支援を

実施しています。今後も、被災者の生活再建や被災地の一

日も早い復興に向け、現地のニーズに合った支援活動を

継続していきます。

• 当社事業に関連した支援活動の継続

　～岩手県釜石市「箱崎ファーム」への支援～

　「箱崎ファーム」は、仮設住

宅で長期間の生活を余儀なく

されている方々の余暇の充実

や、地域コミュニティの再活性

化を目的として、釜石市社会福

祉協議会が地域に開放している市民農園です。当社は6

月に開園イベント、10月に収穫イベントを共催し、社員

ボランティアの派遣や、菜園に必要な資材などの提供を

おこないました。また、同農園から届けられたトマトなど

の野菜を社員食堂の食材として使用し、地域住民とつな

がりのある支援を継続しています。

• 被災地における次世代支援

　2013年11月、農林水産省 

主催の「食と農林漁業の祭典」 

のイベントとして、渋谷ヒカリ

エ（東京都渋谷区）にて、「福島

次世代ファーマーズマーケッ

ト」を開催しました。本イベントは、福島県の農業高校生

に東京都内において農産物・加工品を販売する機会を提

供することで、今後の福島の農業を担う若い世代を支援

することを目的としたものです。当日は、多くの一般のお

客様や社員が会場に足を運び、高校生の説明を興味深く

聞いていました。

②未来貢献

　住友化学では未来へつなぐ継続的な社会支援の一環と

して、2007年度から中国の大学と提携したインターン

シップ制度を開始しました。毎年、中国各地の大学から2

カ月間程度ずつ滞在するインターンシップ生を受け入れ

ています。2013年度は、46名のインターンシップ生を受

け入れました。インターンシップを通じ、中国の学生に日

本および日本企業についての理解を深め、職業、キャリア

について考えてもらうとともに、同活動を通じ、日中友好

の促進にわずかでも寄与することを目指しています。

主な活動内容

• 工場・研究所見学

• 地域環境美化活動

• 地域イベントへの参加・協力

• インターンシップ生の受け入れ

• 小・中学校への特別授業の提供

• スポーツの振興
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地域の皆様とともに苗植え

「福島次世代ファーマーズマー
ケット」会場の様子
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③世界貢献

　当社は、世界中で事業を展開するグローバルカンパ

ニーとして国際社会への貢献活動を行っています。

アフリカ支援

• マラリア防圧の取り組み

　アフリカ、特にサハラ砂漠以南の地域は、貧困や感染

症、妊婦や乳幼児の高い死亡率といった問題が集中して

おり、国連が「ミレニアム開発目標（MDGs）」を設定して

早期解決に取り組んでいます。住友化学では、これらの

課題解決に向けて、マラリア予防用の蚊帳「オリセット®

ネット」の事業を通じた取り組みを継続しています。

2003年にはタンザニアの蚊帳メーカーA to Z社にオ

リセット®ネットの製造技術を無償供与し現地生産を開

始しており、2008年にはA to Z社との合弁会社ベクター

ヘルス社を設立して現地雇用を行うことで、地域経済の

発展にも貢献しています。 また、2012年にはタンザニア

に研究所「アフリカ・テクニカル・リサーチ・センター」

を設置し、蚊帳だけでなくスプレー剤や幼虫駆除剤の研

究も行い、幅広く感染症対策に取り組んでいます。

　2013年度は、ハーバード大学のマラリア予防講座への

継続協賛のほか、同大学の公衆衛生大学院の100周年イベ

ントの一つであるマラリア関連のシンポジウム「ハーバー

ド・マラリア・フォーラム」に参加しました。また、NPO

法人マラリア・ノー・モア・ジャパン支援の継続など、様々

な形でマラリア防圧への取り組みを進めています。

• 次世代を担う子どもたちへの教育支援

　住友化学は、「オリセット®ネット」事業で得た売上げの

一部を使い、NGO法人ワールド・ビジョン・ジャパンや

プラン・ジャパンと連携して、小・中学校の校舎や関連施

設の建設を中心とした教育支援活動を行っています。こ

れまでアフリカの10カ国で16のプロジェクトが完了し、

2014年3月現在は2つのプロジェクトが進行中です。

　住友化学は今後とも国際社会の一員として、アフリカ

支援の取り組みを積極的に進めていきます。

Asia
•中国
・化学実験教室
・四川省雅安地震への復興支援

 （義捐金拠出、薬品無償提供など）
・大学などにおける教師、

 学生支援のための基金設立
・貧困地域の小学校支援
・  大学生日本語スピーチコンテスト

 への支援
・児童養護施設への寄付

•台湾 

・  海岸の清掃
・子ども絵画コンクールの開催
・  大学生日本語スピーチコンテスト

 への支援
・  児童福祉施設や養護学校の

 子どもたちとの交流
・大学生向け職業教育

•韓国
・愛の家修理
・献血運動
・障がい者のマラソン大会支援
・チャリティバザーの開催

•シンガポール 

・高齢者施設の設備支援
・植林活動支援

•タイ
・植林活動支援
・生態系保全活動

•ミャンマー
・「オリセット®ネット」寄付
・保健センター建設支援

•フィリピン
・台風被害への支援

Europe
•ベルギー
・盲導犬訓練支援
・Bikers with a causeへの寄付

•ハンガリー
・大学奨学金寄付

America
•ブラジル
・貧困層の子どもたちへの生活支援
・  貧困層の子どもたちへのクリスマス

 イベントの実施

•米国 

・青少年への自転車寄贈
・がん患者支援のための募金活動
・緊急時用食糧等の寄付
・ハーバード大学公衆衛生大学院での

 マラリア予防講座支援
・社内照明LED化による省エネ推進
・電気自動車用充電設備の社内への設置
・「オリセット®ネット」寄付

Africa
•セネガル
・小学校建設支援

•タンザニア
・小学校建設支援

48 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

住化14_J_校正戻し.indd   48 2014/08/05   10:39



レスポンシブル・ケア組織図 （2014年 3月31日現在）

会長・社長

レスポンシブル・ケア委員会

委員長：社長
副委員長：総務法務総括役員
委員：事業部門統括役員、
　　　本社部門統括役員、工場長、
　　　その他委員長が指名する者
事務局：レスポンシブルケア室

総務法務室（総務）他

全社共通研究所

レスポンシブルケア室
管理部門

基礎化学部門

情報電子化学部門

健康・農業関連事業部門

医薬品部門

石油化学部門

各部門の事業部、
工場、研究所

各事業所の
レスポンシブル・
ケア委員会

執行役員等
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レスポンシブル・ケア活動

　当社は、サステイナブル・ケミストリーの実現に向け

て、化学品の全ライフサイクルを通じ、環境の保全、安全

性の確保、人々の健康の保全、そして製品の高品質の維持

を目指すレスポンシブル・ケア活動に積極的に取り組ん

でいます。レスポンシブル・ケア活動を長期的な視野で効

率的かつ網羅的に実施するため、当社は、社長を委員長と

し、各事業部門の統括役員、管理部門の担当役員、工場長

から構成されるレスポンシブル・ケア委員会を設置して

います。この自主的な活動は、住友化学のみならず、内外

のグループ会社を含めてグローバルに展開されています。

当社では、レスポンシブル・ケア活動を、環境保全、化学

品安全などの分野に分類し、それぞれの分野ごとに個別

の目標を設定しています。その確実な達成に努め、社会か

らのさらなる信頼向上を目指しています。

安全・安定操業の維持に向けた取り組み

　住友化学では中期経営計画の重要経営課題の一つに

「安全文化の深化と保安力強化による安全・安定操業の確

保」を掲げ、安全レベルの向上に積極的に取り組んでいま

す。「安全文化の深化」については他社の重大保安事故の

教訓、自社の労働災害の反省から「個々人の安全意識の把

握と個別指導の実施」、「従業員の危険予知能力の向上」

を重点課題にしています。「保安力強化」については「耐

震規制の強化」に対応するため、従来から取り組んでいる

自主的地震対策の促進、2012年度から取り組んでいる

「非定常時のリスクアセスメント」、「安全装置不作動（誤

作動）時のリスクアセスメント」をより効果的、効率的に

実施するためのリスクアセスメント手法の検討を重点課

題にしています。

エネルギー・資源利用効率向上と環境負荷低減のための

取り組み

　住友化学グループでは、低炭素社会および循環型社会

の実現を目指し、環境保全に取り組んでいます。住友化学

と国内の主要グループ会社16社、さらに海外の主要グ

ループ会社10社は、2015年度を目標年度とし、エネル

ギー使用量、環境負荷の低減に取り組んでいます。

温室効果ガス排出削減に向けた取り組み

　住友化学では、「世界最高レベルのエネルギー効率の達

成」と「温室効果ガスの排出量削減に貢献するプロセスや

製品の開発」を目指しています。

　これまで、当社では、生産プロセスにおけるエネルギー

効率とCO2排出原単位を2005年度から2013年度まで

の間にそれぞれ約6%、8%改善させてきました。生産プ

ロセスにおけるエネルギー効率の改善とCO2排出削減に

引き続き取り組んでいるほか、CO2排出量の削減やエネ

ルギーの効率的な利用に貢献する製品の開発を行ってい
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ます。当社の製品を使用することによるCO2排出量削減

効果を推定するためのガイドラインなどの社内評価ツー

ルを活用することで、当社はCO2の排出削減に貢献する

プロセスや製品の開発を推進していきます。

化学品安全への取り組み

　2002年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議

（WSSD）」で提唱された「2020年目標」（※）の達成という

世界潮流に従い、住友化学では規制対応と自主管理の両

面から、リスクに基づく化学品管理を推進しています。

規制対応では制定・改正・強化が進む国内外の動きにプ

ロアクティブかつ的確に対応し、自主管理では製品の全

ライフサイクルを通じたリスクベースの化学品管理を実

践しています。また、化学品管理に必要な情報を、包括

的、効率的かつ確実に管理できるよう、当社独自の「化学

品総合管理システム」を活用しています。
（※）   2020年までに化学物質の製造・使用が人の健康や環境にもたらす著しい悪影

響を最小化することを目指す。

製品責任への取り組み

　住友化学では「安全・環境・品質に関する基本方針」の

もとに、“お客様が満足し、かつ安心して使用できる品

質の製品とサービスを提供する”ことに努めています。

提供する製品については、当社の直接のお客様に加え、

その先のお客様（エンドユーザ）での使用や廃棄まで考慮

に入れたリスク評価を行っています。製品に含有される

成分やその安全性については、調査や試験などの結果に

基づき、お客様に必要な情報をお伝えしています。さら

に、安定した品質の製品とサービスをお届けするため、

品質保証体制の強化に努め、さらなる品質改善に継続的

に取り組んでいます。

レスポンシブル・ケア監査活動

　住友化学では住友化学および国内・海外の主要なグ

ループ会社を対象にしたレスポンシブル・ケア監査を実

施しています。レスポンシブル・ケア監査は定期的に工場

を訪問してレスポンシブル・ケア活動が適切に行われて

いるかどうかを直接確認し、その活動をさらに推進する

ための助言を行う活動です。レスポンシブル・ケア監査を

適切に実施するため、住友化学では専任のレスポンシブ

ル・ケア監査組織を設置しているほか、海外では、現地の

法令に精通したコンサルタントの協力も得ています。

グループ一体となったレスポンシブル・ケア活動の推進

　住友化学は、レスポンシブル・ケアに関する各種情報

を共有し、様々な事項を討論するために、国内・海外のグ

ループ会社のレスポンシブル・ケア責任者や担当者と会

議を行っています。この会議は、国内グループ会社を対

象に年2回、海外グループ会社を対象に年1回、日本で実

施しています。レスポンシブル・ケア活動の方針や目標

を共有するとともに、グループ各社における具体的な取

り組みの事例やその進捗について情報交換を行うこと

で、レスポンシブル・ケア活動全体のレベルアップを図

ることを目指しています。

気候変動情報開示の先進企業に選出

　当社は、2013年11月、国際的なNPO法人「CDP」

から気候変動問題への対応のため、温室効果ガスの排

出量の把握と管理、対応戦略の企画立案とリスク管理

対策等の取組みを的確に実施し、それらに関する情報

開示に特に優れた企業として、2012年に引き続き「ク

ライメート・ディスクロージャー・リーダーシップ・

インデックス（CDLI）」に選出されました。

　CDPは気候変動対応に関する質問書を、全世界の

企業約5,000社（うち日本企業は約500社）に毎年送

付し、その回答内容を評価の上、特に優れた企業を

CDLIに選出していますが、当社は「Japan 500」にお

いて素材・原材料部門で最高得点の評価を得て、総合

化学企業の中で唯一のCDLI選出企業となりました。

　当社は、今後も気候変動問題に関わる取り組みを推

進し、持続可能な社会の構築に貢献していきます。
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※1   住友化学および以下の国内グループ会社16社を対象としています。大日本住友製薬株式会社、広栄化学工業株式会社、田岡化学工業株式会社、住友共同電力株式会社、住化
カラー株式会社、日本メジフィジックス株式会社、日本エイアンドエル株式会社、サーモ株式会社、サンテーラ株式会社、住化加工紙株式会社、朝日化学工業株式会社、神東塗
料株式会社、住化スタイロンポリカーボネート株式会社、住化バイエルウレタン株式会社、日本オキシラン株式会社、住化農業資材株式会社。

※2 鉄、金、銀、銅、亜鉛、アルミニウム、鉛、白金、チタン、パラジウム、ガリウム、リチウムの12金属を集計対象としています。
※3 レアメタル（希少金属）のうち、ニッケル、クロム、タングステン、コバルト、モリブデン、マンガン、バナジウムの7金属を集計対象としています。
※4 生産品目によっては重量ベースでの取りまとめが困難なものがあるため、一定の条件を仮定して推算しています。

● 製品

千トン

（エチレン換算）※4 2,082 1,626

● 水域排出

トン

COD 1,272 1,123

全窒素 1,325 1,223

全リン 41 37

PRTR法対象物質 65 46

● エネルギー

（原油換算kl）　　　　　　　　　　　　　  千kl

エネルギー
（燃料・熱・電力） 1,670 1,265

● 廃棄物排出

トン

産業廃棄物排出量 273 66

産業廃棄物埋立量 33 3.2

（最終処分量）

　事業所内埋立 0 0

　事業所外埋立 33 3.2

● 水

百万トン

水 1,415.3 544.7

　工業用水 74.5 65.4

　上水道 1.0 0.5

　海水 1,309.9 451.8

　地下水 26.4 23.6

　その他 3.5 3.4

● 枯渇性原料

千トン

炭化水素系化合物 3,030 2,647

金属
（レアメタルを除く）※2

116 109

レアメタル※3 0.21 0.07

● 大気排出

千トン-CO2

温室効果ガス（全6ガス）

N2O 151 63

HFC - -

PFC - -

メタン - -

六フッ化硫黄 - -

エネルギー起源CO2 4,401 3,334

非エネルギー起源CO2 75 63

その他　　　　　　　　　　　  　　トン

NOx 5,533 2,584

SOx 5,510 1,625

ばいじん 272 114

PRTR法対象物質 522 295

主要な環境パフォーマンス（2013年度） 住友化学グループ※1 住友化学単体

住友化学グループ

● PCB・フロン関連保有状況

高濃度PCB含有電機機器台数 90台 16台

高濃度PCB保有量 2.0m3 1.0m3

CFCを冷媒にする冷凍機台数 88台 18台

OUTPUT 製品の生産と環境負荷

INPUT エネルギー・資源投入
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※1   数値は指数値（’10 = 100）、データは住友化学と国内グループ会社（16社）の集計値
※2 （　）内は指数値（’10 = 100）、データは住友化学と国内グループ会社（16社）の集計値
※3 数値は指数値（’10 = 100）、データは主な海外グループ会社（10社）の集計値
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お客様とのより良い関係づくり

　当社は、グループ全体でお客様に満足し、かつ安心して使

用していただける品質の製品とサービスの提供を目指し、製

品や内容に応じて営業や品質保証などの担当部署がサポート

しています。

　お客様から得た当社製品への苦情や要望などを、製品品質

情報管理システムで集め、お客様の声が確実・迅速に品質保

証活動に反映されるようにしています。各事業部門ではシス

テムに登録された情報を整理・分析し、同種の問題を再発さ

せないよう、製品ごとに確実な再発防止に向けた取り組みを

行っています。また、お客様からの品質に関する苦情や改善

の要望を工場・研究所・営業間で共有し、組織的に対応する

ための基礎データとして活用しています。

取引先とのより良い関係づくり

　当社は、購買基本理念のもと、取引先の皆様との相互発展

的で健全な関係を構築することに努めています。公正・公平

かつ透明性を確保した取引を自ら行うことはもちろんのこ

と、取引先（サプライヤー）の皆様にもCSR活動を励行して

いただけるようにCSR調達の取り組みを推進しています。

当社のCSRに対する考えを解説したCSR推進ガイドブック

や、取引先が自己評価を行うためのチェックシートを作成

し、取引先のCSR活動を支援するとともに、活動状況のモニ

タリングを行っています。

当社のCSR調達の詳細に関しては、

http://www.sumitomo-chem.co.jp/csr/society/

business_partner/

をご参照ください。

社員とのより良い関係づくり

　当社は、社員一人ひとりがやりがいや働きがいを持ち、能力

を最大限に発揮できるような職場環境づくりに努めています。

社員の活力を引き出す人事制度

　当社では、意欲・能力ある社員が幅広く高度な職務にチャ

レンジでき、努力し貢献した社員が適正に処遇されるよう、

管理社員・一般社員ともに職務（役割）に基づく人事制度を導

入しています。成績評価制度においては、管理社員・一般社

員のいずれも、成果だけではなく、成果を生み出す上でどの

ような行動をとったか、どのようなプロセス・姿勢で仕事を

したかといった点についても評価しています。これにより、

短期的な成果の追求だけではなく、社員の育成や会社の中長

期的な発展を目指すことを後押ししています。

　また、海外グループ会社の重要ポジション従事者（グロー

バルポジションホルダー）やマネージャー以上についても、

当社と同じ職務評価基準、成績評価制度を導入しており、次

世代リーダー候補者の発掘・育成にも注力しています。今後

は、海外を含めた当社グループ全体でより持続的かつグロー

バルな事業展開を推進していきます。

人材育成

　グローバルカンパニーとして当社がさらなる飛躍を成し遂

げるため、「世界に通じるプロの人材」の育成を目指し、意欲

ある人材が能力を最大限に発揮できるよう、育成ローテー

ションシステムの運用および各種研修プログラム、諸施策を

実施しています。

①育成ローテーションシステム（CDS）

　育成ローテーションシステムでは、一般社員・管理社員の

一部を対象に自己申告および対象者との面談を踏まえた上司

の育成計画に基づき、社員の適切なキャリア開発・キャリア

形成につながるローテーションを行っています。2012年度

は767名、2013年度は851名の社員を対象にローテーショ

ン計画を策定し、順次実施しています。

②専任育成指導員・トレーナー制度

　2008年1月に導入されたトレーナー制度は、高度な技能

を持ち、若手育成に適性のあるベテラン社員をトレーナーと

して認定し、若手社員に対する指導や相談の任務にあてるこ

とで、後進の早期育成・技能伝承を図っています。さらに、

2010年4月からは、監督者や監督候補者を対象にOJT教育

を行う専任育成指導員制度も導入し、製造部門における中核

人材育成の強化を図っています。2014年4月時点で、全社で

トレーナー85名、専任育成指導員10名が認定されています。

③グローバルビジネスコミュニケーションスキル養成講座

　将来、グローバル人材としての活躍が期待される若手社員

を対象に、英語でのビジネスコミュニケーション・スキルの

養成・向上を目指した研修を実施しています。2013年度は

81名が受講しました。

④海外マネージャー研修

　グローバル人材を計画的に発掘・育成するための一助と

して、海外グループ会社のマネージャーを対象とした研修を

2010年から実施しています。住友化学グループで働く全従

業員が共有すべき理念・価値観・グローバル人事制度などの

理解促進を目的としており、これまでに569名のマネー

ジャーが受講しました。

ワーク・ライフ・バランスの推進

　当社では、社員が生産性の高い働き方を実現し、仕事と生

活の調和を図ることができるよう、有給休暇の計画的付与や
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女性採用数の推移

年度 2009 2010 2011 2012 2013

女性採用数（人） 45 23 76 71 64

採用者に占める女性の割合（%） 22.4 8.6 17.3 17.0 22.9

女性管理社員数の推移

年度 2009 2010 2011 2012 2013

女性管理社員数（人） 148 153 161 174 191

管理社員に占める女性の割合（%） 4.7 5.0 5.3 5.8 6.4

※課長相当以上および係長相当の合計人数、割合。各年度4月1日現在

外国籍社員採用数の推移

年度 2009 2010 2011 2012 2013

外国籍社員採用数（人） 17 19 28 41 27

障がい者雇用率

年度 2009 2010 2011 2012 2013

雇用率（%） 2.01 1.96 1.87 1.93 2.12

※  各年度の平均値

定年退職後再雇用実績

年度 2009 2010 2011 2012 2013

定年退職者数（人） 176 134 139 154 153

再雇用者数（人） 116 97 93 102 138

再雇用率（%） 65.9 72.4 66.9 66.2 90.2

54 Sumitomo Chemical Company, Limited
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ワーク・ライフ・バランスデイ（週1回以上定時で退社する日

を設定）の取り組みを行っています。

　また、職場ごとに設定したワーク･ライフ･バランスに関す

る目標を達成するため、5月および11月をワーク･ライフ･バ

ランス推進月間と定め、推進月間中はPRポスターを各職場

に掲示するなどの取り組みを実施しています。また、各職場

の時間外勤務時間や長時間労働者数、有給休暇取得率などを

半期ごとに確認し、実効性を高めています。

有給休暇取得率の推移

年度 2009 2010 2011 2012 2013

有給休暇取得率（%） 61.5 63.6 63.3 63.1 63.5

多様な人材の活躍

　当社は、年齢、性別、国籍などにかかわらず、幅広い分野にお

いて人材を募集・採用しており、多様な人材が活躍しています。

①女性の活躍推進

　性別を問わず働きやすい職場づくりを心がけていることか

ら、多くの女性が活躍しており、2013年度は、64名の女性社

員が入社しました。今後、さらなる女性社員の活躍を推進す

るため、女性管理社員比率の数値目標を設定し、女性社員の

管理社員への登用を計画的に行っていくこととしました。今

後はメンター制度の実施など、目標達成のためのさまざまな

アクションプランを順次実行していく予定です。

＜女性管理社員の数値目標＞

　住友化学では、2020年までに「課長相当（職務グレード

MⅠ）以上の女性割合を少なくとも10%以上（現行3.7%）※」

「係長相当（職務グレードM）の女性割合を少なくとも15%

以上（現行11.6%）※」を数値目標とします。

※2014年3月末現在

②外国籍社員の採用

　当社のグローバル経営のさらなる深化のため、その原動力

となる人材の確保を目的として、2008年度よりグローバル採

用を拡大しています。2013年度は、日本国内および海外の大

学（院）を卒業した26名の外国人を社員として採用しました。

③障がい者の雇用

　当社は、障がい者の雇用にも積極的に取り組んでいます。

職場への受け入れにあたっては、障がいの程度などを勘案し

た職務の設計や、障がいをケアするための職場環境の整備な

どを行うことにより、能力を最大限に発揮できるような職場

づくりに努めています。2013年4月からは、障がい者の職域

開拓を目的として、当社東京本社の社員食堂にてパンの製

造・販売業務をスタートし、障がい者が創意工夫を凝らすや

りがい働きがいのある職場となっています。

住友化学は世界の代表的な社会
的責任投資（SRI）インデックス
に採用されています。

労使関係

　当社と住友化学労働組合とは、これまで築き上げてきた相

互理解と信頼に基づく良好な労使関係のもと、経営の良き

パートナーとして、お互いに力を合わせて諸課題の解決・実

現に取り組んでいます。労使の意見交換の場として、「中央労

使協議会」を年2回、また各事業所において「事業場労使協議

会」を年2回開催しています。さらに、一般社員の各種制度に

ついては、労使による検討会を定期的に開催（2013年度は3

回開催）するなど、一般社員がやりがい働きがいをもって働

ける会社づくりに、労使一体となって取り組んでいます。

当社のCSR活動の詳細に関しては「CSRレポート2014」を

ご参照ください。

http://www.sumitomo-chem.co.jp/csr/report/

④定年退職後の再雇用

　定年退職者が退職後もこれまで培ってきた技能や専門性を

引き続き社内で発揮することができるよう、2006年度に定

年退職後再雇用制度を設けています。また、2013年4月には

高年齢者雇用安定法が改正されたことに伴い、再雇用制度の

見直しを行いました。2013年度は、定年退職者153名（当社

本体勤務者）のうち、138名（90.2%）を当社およびグループ

会社で再雇用しています。

住化14_J_校正戻し.indd   54 2014/08/05   10:40



取締役

総務法務、秘書、CSR、内部統制・監査、人事、
人材開発、コーポレートコミュニケーション
（広報）、購買、物流、中国事業室、アジア事業室 統括

1973年　当社入社
2002年　人事室部長
2003年　執行役員
2006年　常務執行役員
2008年　取締役 常務執行役員
2009年　代表取締役 専務執行役員
2012年 - 代表取締役 副社長執行役員

健康・農業関連事業部門 統括

1980年　当社入社
2006年　農業化学業務室部長 
2009年　執行役員
2011年　常務執行役員
2013年 - 代表取締役 常務執行役員

2009年 - 大連住化凱飛化学有限公司会長
2010年 - ベクターヘルスインターナショナル
　　　　  リミテッド会長
2013年- ベーラント U.S.A.コーポレーション会長
　　　　    ベーラント バイオサイエンス 

            コーポレーション会長
　　　　  大連住化金港化工有限公司会長

1969年　当社入社
1994年　石油化学業務室部長
1998年　取締役
2002年　常務取締役
2003年　常務取締役退任、常務執行役員
2005年　取締役 専務執行役員
2006年　代表取締役 専務執行役員
2008年　代表取締役 副社長執行役員
2012年　代表取締役 副会長
2014年 - 代表取締役 会長・CEO

2005年 - ラービグ リファイニング アンド ペトロ
            ケミカル カンパニー取締役

2010年 -  AOCホールディングス株式会社
　　　　  （現 :富士石油株式会社）取締役

情報電子化学部門、有機EL事業化、
デバイス開発センター 統括

1990年　当社入社
1994年　  エスティーアイテクノロジー株式会社

出向
2006年　執行役員
2009年　常務執行役員
2011年　代表取締役 常務執行役員
2012年 - 代表取締役 専務執行役員

2013年 - 住華科技股份有限公司会長

ラービグ計画、石油化学部門 統括

1977年　当社入社
2006年　ポリプロピレン事業部長
2008年　執行役員
2011年　常務執行役員
2012年　取締役 常務執行役員
2014年　取締役 専務執行役員
2014年 - 代表取締役 専務執行役員

2010年 - 住化中東株式会社代表取締役

1974年　当社入社
1998年　精密化学業務室部長
2000年　技術・経営企画室部長
2003年　執行役員
2006年　常務執行役員
2008年　代表取締役 常務執行役員
2009年　代表取締役 専務執行役員
2011年　代表取締役 社長
2014年 - 代表取締役 社長・COO

基礎化学部門 統括

1976年　当社入社
2004年　アグロ事業部長 
2005年　執行役員
2008年　常務執行役員
2013年　専務執行役員
2013年 - 代表取締役 専務執行役員

社外取締役

1980年　一橋大学商学部講師
1984年　同大学助教授
1992年　同大学教授
2002年　同大学大学院商学研究科長・商学部長
2004年　同大学副学長・理事
2005年 - 曙ブレーキ工業株式会社取締役
2006年 - 同大学大学院商学研究科教授
2007年 - 三菱商事株式会社取締役
2009年　シャープ株式会社取締役
2009年 - 東京海上ホールディングス株式会社
　　　　　取締役
2012年 - 当社取締役
2013年 - 小林製薬株式会社取締役
2014年- 株式会社セブン&アイ・ホールディングス
　　　　  取締役
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役員一覧
（2014年6月24日現在）

代表取締役
副社長執行役員

高尾　剛正

代表取締役
常務執行役員

西本　麗

代表取締役
専務執行役員

出口　敏久

代表取締役会長・
CEO

石飛　修

代表取締役
専務執行役員

大野　友久

代表取締役
専務執行役員

岡本　敬彦

代表取締役社長・
COO

十倉　雅和

取締役

伊藤　邦雄

コーポレートコミュニケーション（IR）、
経理 統括

1979年　当社入社
2002年　経理室部長（財務）
2007年　執行役員
2009年　常務執行役員
2014年　専務執行役員
2014年 - 代表取締役 専務執行役員

2009年 - 住化ファイナンス株式会社社長

代表取締役
専務執行役員

野崎　邦夫
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監査役

常務執行役員

1975年　当社入社
2007年　内部統制推進部長
2009年 - 監査役
2011年 - 住友精化株式会社監査役

1966年　住友生命保険相互会社入社
2001年　住友生命保険相互会社代表取締役社長
2007年　住友生命保険相互会社代表取締役会長
2008年 - 塩野義製薬株式会社監査役
2010年 - 当社監査役
2014年 - 住友生命保険相互会社取締役顧問

1975年　検事任官
2010年　福岡高等検察庁検事長
2012年　退官
2012年 - 弁護士登録
2013年 - 当社監査役
2014年 - 株式会社ユー・エス・エス取締役

1963年　朝日麦酒株式会社入社
2002年　  アサヒビール株式会社代表取締役社長

兼COO
2006年　  アサヒビール株式会社代表取締役会長

兼CEO
2010年 -   アサヒビール株式会社（現アサヒグルー

プホールディングス株式会社）相談役
2010年 - 株式会社小松製作所取締役
2011年 - 当社監査役
　　　　  ワタベウェディング株式会社取締役

1975年　当社入社
2009年　愛媛工場副工場長
2011年 - 監査役

ラービグ計画推進本部、
ラービグ計画業務室 担当

技術・経営企画室（事業企画、
経営計画、技術・研究開発、経営情報
システム、関連事業）、知的財産部、
工業化技術研究所、有機合成研究所、
生物環境科学研究所、筑波開発研究
所、先端材料探索研究所、有機EL事業
化室 担当　筑波開発研究所長 兼 
先端材料探索研究所長

石油化学業務室、石油化学品事業部 
担当　石油化学品事業部長

ラービグ リファイニング アンド 
ペトロケミカル カンパニー従事

基礎化学業務室 担当 光学製品事業部、大阪工場、大江工場 
担当

愛媛工場 担当　愛媛工場長

総務法務室、秘書部、CSR推進室、
コーポレートコミュニケーション室
（広報）、中国事業室、アジア事業室 
担当

工業薬品事業部、メタアクリル事業部、
アルミニウム事業部、化成品事業部 
担当

有機EL事業化室、電子材料事業部、
電池部材事業部 担当

ラービグ計画推進本部、
ラービグ計画業務室 担当　
ラービグ計画推進本部部長

内部統制・監査室、人事部、
人材開発部、購買室、物流部 担当

技術・経営企画室（事業企画）、
生産技術室、生産安全基盤センター、
工場（安全・環境・衛生関連） 担当

監査役（常勤）
赤坂　貴夫

下田　尚志

小川　育三

竹下　憲昭

高沢　聡

松浦　秀昭 丹　一志 松尾　忠毅

清水　祥之 新沼　宏 岩田　圭一

米田　重幸 森本　雅貴 上田　博

監査役
横山　進一

監査役
麻生　光洋

監査役
池田　弘一

監査役（常勤）
長松　謙哉

執行役員

レスポンシブルケア室 担当

住友化学ヨーロッパS.A.／N.V.従事

知的財産部 担当 アグロ事業部、生活環境事業部 担当

ラービグ リファイニング アンド 
ペトロケミカル カンパニー従事

情報電子化学業務室 担当　
情報電子化学業務室部長

技術・経営企画室（事業企画、
経営計画、経営情報システム、
関連事業） 担当　技術・経営企画室
部長（事業企画）

丸山　修

マーク　フェルメール

坂田　信以 貫　和之

重森　隆志

松井　正樹

酒井　基行

健康・農業関連事業品質保証室、
医薬化学品事業部、健康・農業関連
事業研究所 担当

人事部 担当　人事部長健康・農業関連事業業務室、
アニマルニュートリション事業部 
担当

東友ファインケム株式会社従事

大坪　敏朗 芳野　寿之酒多　敬一

金　尚允

ラービグ リファイニング アンド 
ペトロケミカル カンパニー従事

北浦　保彦
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コーポレート・ガバナンス

役員区分 氏名 選任理由 当社との関係 主な活動状況

社外取締役 伊藤　邦雄 長年にわたる大学教授としての会計学、
経営学等の専門的な知識と企業の社外
役員としての豊富な経験を当社経営の
監督に活かしていただくため。

当社は、同氏を東京証券取引所の定め
に基づく「独立役員」として同取引所
に届け出ています。
同氏と当社との間には特別の利害関係
はありません。

当期開催の取締役会13回の全てに出席
し、主に大学教授としての会計学、経営
学等の専門的見地から、必要に応じ、発
言を行っております。

社外監査役 横山　進一 事業法人の経験者としての豊富な経験
と幅広い見識を活かし、客観的な立場か
ら監査にあたっていただくため。

当社は、同氏が名誉顧問である住友生
命保険相互会社から長期資金の借入を
行っていますが、同社からの借入金は
現在、当社の借入金全体の3%程度と
なっています。

当期開催の取締役会13回のうち12回
に、また、監査役会14回の全てに出席
し、主に経験豊富な経営者の観点から、
必要に応じ、発言を行っております。

池田　弘一 事業法人の経験者としての豊富な経験
と幅広い見識を活かし、客観的な立場か
ら監査にあたっていただくため。

当社は、同氏を東京証券取引所の定め
に基づく「独立役員」として同取引所
に届け出ています。
同氏と当社との間には特別の利害関係
はありません。

当期開催の取締役会13回のうち12回
に、また、監査役会14回の全てに出席
し、主に経験豊富な経営者の観点から、
必要に応じ、発言を行っております。

麻生　光洋 弁護士ならびに長年にわたる検察官と
しての専門的な知識と豊富な経験を活
かし、客観的な立場から監査にあたって
いただくため。

当社は、同氏を東京証券取引所の定め
に基づく「独立役員」として同取引所
に届け出ています。
同氏と当社との間には特別の利害関係
はありません。

平成25年6月に監査役就任後、当期開
催の取締役会10回の全てに、また、監査
役会10回の全てに出席し、主に弁護士
としての専門的見地から、必要に応じ、
発言を行っております。

基本的な考え方

　住友化学は、グローバル化が進む国際社会・変化する経

済諸情勢のもと、株主の皆様をはじめとした様々なス

テークホルダーの利益にかなうようにすることが、コー

ポレート・ガバナンスの基本であると認識しています。

　その充実に向け、重要な意思決定の迅速化、業務執行責

任の明確化、内部統制システム、リスク管理体制、内部監査

機能、適時開示の体制の充実・強化に取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンスの体制

① 機関構成

取締役会

　当社の取締役会は、住友化学グループの経営の基本方

針と戦略の決定、ならびに業務執行の監督を行っていま

す。取締役は15名以内とすることを定款に定めており、

現在の員数は9名（いずれも日本人、男性。うち1名は社

外取締役）です。定時取締役会を原則毎月1回開催してい

るほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しています。取

締役の使命と責任をより明確にするため、取締役の任期

を1年にしています。

監査役・監査役会

　当社は監査役制度を採用しており、現在監査役5名（う

ち3名は社外監査役）により監査役会が構成されています。

各監査役と監査役会は、取締役の職務執行を法令、定款に

従い監査することで、当社のコーポレート・ガバナンスの

重要な役割を担っています。監査役会は原則毎月1回開

催されています。

　常勤監査役2名は、取締役会、監査役会、内部統制委員

会をはじめとする社内の重要会議に出席し、かつ、内部統

制・監査部のほか業務執行部門および会計監査人から適

宜報告および説明を受けて、監査を実施しています。

　社外監査役3名は、取締役会および監査役会に出席し、

内部統制委員会をはじめとする社内の重要会議の内容な

どにつき報告を受け、かつ、内部統制・監査部、業務執行

部門および会計監査人から適宜報告および説明を受けて、

監査を実施しています。当該監査の結果およびそれぞれ

の社外監査役の客観的立場からいただいた意見について

は、内部監査、監査役監査および会計監査においても適切

に反映し、それぞれの実効性と効率性の向上を図ってい

ます。

　なお、監査業務を補佐する組織として、監査役室を設け

ています。
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各種委員会

　当社は、当社ならびに当社グループの経営に関わる重

要事項について広範囲かつ多様な見地から審議する社内

会議（委員会）を設置することで業務執行、監督機能等の

充実を図っています。このうち、内部統制委員会、コンプ

ライアンス委員会、レスポンシブル・ケア委員会は、取締

役などに加え、常勤監査役もオブザーバーとして出席し、

年1回以上開催されています。

主な委員会の概要

名称 会議の趣旨 2013年度 実績

内部統制委員会 適切な内部統制システ
ムの構築・充実のため
の諸施策の審議

3回

リスク・クライシス
マネジメント委員会

地震、感染症等、複数部
署にまたがる個別のリ
スク・クライシスの対
処方針等を審議

1回

レスポンシブル・ケア委員会 レスポンシブル・ケア
を長期的な視野から総
合的に推進

1回

コンプライアンス委員会 コンプライアンス重視
の経営の推進 2回

現状の体制を採用している理由

　当社は、監査役の過半数を社外監査役とし、会社経営の

健全性はもとより、効率性の面についても有益な意見を

いただくこととしており、さらにその意見を業務執行に

活かすことで、監査役の機能の充実化を図り、監視機能を

強化しています。

　当社では、上記に加えて取締役会の監督機能をより一

層強化し、経営の透明性・客観性を高めることを目的とし

て、社外取締役1名を選任しています。

②   経営上の意思決定・執行および監査に関する

　 経営管理組織

執行役員制度

　当社は、業務執行の迅速化を図るため、執行役員制度を

採用しています。執行役員は、取締役会が決定した基本方

針に従って、業務執行の任にあたっています。執行役員の

員数は現在33名（うち、取締役の兼務者は8名。執行役員

の内訳は日本人31名・外国人2名、男性32名・女性1名）

で、その任期については1年としています。

経営会議

　経営会議は、経営戦略や設備投資等の重要事項を審議

し、経営の意思決定を支えています。経営会議は、取締役

全員（社外取締役を除く）に加え、常勤監査役1名を構成メ

ンバーとし、原則として毎月2回開催されています。

会計監査人 内部統制委員会

経営会議

業務執行体制

会長・CEO、社長・COO

コーポレート・ガバナンス体制（2014年 6月24日現在）

株主総会

執行役員
（役員 33名）

管理部門・事業部門
（住友化学および国内外グループ会社）

監査役会
（監査役 5名、うち社外監査役3名）

取締役会
（取締役 9名、うち社外取締役1名）

内部統制・監査部
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③ 内部統制システムの整備状況

　当社は、内部統制システムの整備は組織が健全に維持

されるために必要なプロセスであるとともに、業務目的

達成のために積極的に活用すべきものであると認識して

います。

　取締役会にて定めた「内部統制システムの整備に係る

基本方針」に基づき、住友化学グループにおける内部統制

システムを強化し、業務を適切に遂行するとともに、常に

状況の変化に応じてその点検・整備を行っていくため、

「内部統制委員会」を設けています。この委員会の運営は、

内部統制システムの充実を図るための諸施策を推進、調

整し、その実施状況をモニタリングする内部統制・監査部

が行っています。

④ 内部監査

　当社では、住友化学グループの役員・従業員の業務遂行

において、①業務の有効性と効率性の維持 ②財務報告の

信頼性の確保 ③事業活動に関わる法令等の遵守などの内

部統制が整備・運用され、適切に機能しているかについ

て、専任組織である内部統制・監査部が内部監査を実施

し、評価・確認しています。また、「内部監査連絡会」を設

置して、課題と改善の進捗状況を共有し、社内およびグ

ループ会社に対する内部監査の実効性と効率性の向上を

図っています。

⑤ 適時開示の社内体制

　コーポレートコミュニケーション室が主管部署となり、

関連部署と連携してタイムリーかつ継続的な情報開示を

行っています。金融商品取引法および証券取引所が定め

る開示規則等に要請される開示事項以外であっても、投

資家の投資判断に影響を与えると思われる情報も積極的

に開示するようにしています。

　また、社会や資本市場との一層の信頼関係構築に向け

た取り組みとして、証券取引所のルールに従い、コーポ

レート・ガバナンスについての会社の考え方や体制の詳

細を記述した報告書（「コーポレート・ガバナンス報告

書」）、一般株主と利益相反が生じる恐れのない社外役員

の確保の状況に関する報告書（「独立役員届出書」）などを

作成しています。これらの情報は、住友化学が上場してい

る証券取引所のウェブサイトにおいてご覧いただけます。

⑥ リスク管理体制

　当社では、事業目的の達成を阻害する恐れのあるリスク

の顕在化防止とそれが顕在化した際の様々な損害の低減

を図るため、リスク管理体制の整備・充実に努めています。

　住友化学グループの各組織は、日常業務の中でリスク

の早期発見と顕在化の防止、およびリスクが顕在化した

際の迅速、適切な対応のために、様々な対策を講じていま

す。また、各組織の取り組みを支援し、その徹底を図るた

め、グループ全体に関わるリスク管理に関する方針の立

案や、リスク情報の収集、社内への周知徹底等の諸施策に

ついて、「内部統制委員会」で審議しています。

　同委員会では、毎年度、顕在化する可能性と顕在化した

際の影響度の観点から、グループを通してのリスク評価

を行って、グループ全体としての対応の優先順位を特定

し、グループ全体の対応計画に基づいて、各組織が対策を

進めるなど、リスク管理の拡充を進めています。

　また、大規模地震や感染症の蔓延等、重要なリスクが顕

在化した場合に迅速に対応するため、「リスク・クライシ

スマネジメント委員会」を設置し、個別のリスク・クライ

シスの対処方針等を審議しています。

影響度 大

発
生
の
可
能
性

大

リスクマップ

高

リスクC

リスクB

リスクA

優先順位
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役員報酬

① 基本的な考え方

　当社の取締役は、取締役会の構成員として、住友化学お

よび住友化学グループ全体における経営の意思決定機能

および経営の監視機能を担うことを主要な職務としてい

ます。こうした会社の経営方針の策定なり具体施策の立

案に対する責任に見合った適正な報酬水準としています。

また、会社業績に基づく成果の配分としての報酬を支給

しています。

　監査役については、会社法の規定に則り取締役の職務執

行の監査をその職務としていますので、そうした職務の特

性を勘案した報酬水準・報酬体系としています。なお、各

人の報酬額は監査役の協議によって決定しています。

②   報酬の体系

　取締役の報酬については、基本報酬および賞与の2つか

ら構成されます。基本報酬については、取締役の従事職務

や中長期的な会社業績を反映するよう、固定報酬として

支給しています。賞与については、当該事業年度の連結業

績をベースとして支給総額を決定し、各取締役の職務内

容等を勘案して各人に配分しています。

　また、監査役の報酬については、監査役が業務執行を

行っていないことに鑑み賞与は支給せず、職務の価値を

反映する基本報酬のみを支給しています。

　なお、当社では、2004年6月29日開催の第123期定時

株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し

ており、廃止までの在任期間に対応する退職慰労金につ

いて同定時株主総会で決議し、その支払いは取締役およ

び監査役の退任時としています。

③   報酬水準の設定

　各報酬項目の水準については、上記の基本的な考え方

に則って設定することとしていますが、役員報酬の客観

性、適正性を確保する観点から、外部第三者機関による役

員報酬に関するデータベースの結果、当社従業員報酬と

の対比、過去の支払い実績等の諸データに基づきながら

適切な報酬水準を設定しています。

④   役員報酬アドバイザリーグループ

　当社では、2007年9月から、役員報酬制度および報酬

水準ならびに付帯関連する役員処遇制度に関する方針案

や具体案を策定し、会長へ答申する機関として役員報酬

アドバイザリーグループを設置しています。当該機関は、

学識経験者や法律専門家等の社外有識者若干名から構成

され、これら専門家の意見を聴取することで、役員報酬制

度や水準に関する客観性を一層高めています。

　上記の役員報酬の決定に関する方針は、2010年5月14

日に開催した役員報酬アドバイザリーグループの討議を

行った上で策定しました。

役員報酬の内容（2013年度）

役員区分 人数 基本報酬 賞与 合計

取締役
（社外取締役を除く） 10名 500百万円 107百万円 607百万円

監査役
（社外監査役を除く） 2名 67百万円 - 67百万円

社外役員 5名 50百万円 2百万円 52百万円

計　 17名 617百万円 109百万円 726百万円

※  上記の人数および報酬等の額には、当事業年度中に退任した取締役2名と監査役1名
を含んでいます。
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当社グループの経営成績、株価および財政状況等に影響

を及ぼす主要なリスクには以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、2013年度末現

在において当社グループが判断したものです。

1.市場や供給に係るリスク

　当社グループは、総合化学メーカーとして様々な事業

を行っており、事業に関わるリスクは多種多様です。事業

に係る市場リスクや供給リスクについては、主に以下の

ようなものがあります。

•   当社グループの事業は価格競争に晒されています。海

外企業の国内市場参入、関税引き下げなどによる輸入品

の流入、ジェネリック品の台頭など、様々な理由により

当社グループの製品群は今後も厳しい価格競争に晒さ

れるものと予想されます。当社グループはコストの低

減に努めていますが、価格競争を克服できない場合、当

社グループの経営成績ならびに財政状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。

•   当社グループの海外売上高は売上高の5割以上を占め、

基礎化学部門、石油化学部門などの製品は特にアジア市

場での販売が多くなっています。また、情報電子化学部

門は、中国や韓国、台湾の特定顧客向けの販売が大きな

比重を占め、健康・農業関連事業部門の一部製品は特定

顧客へカスタムメードで製品を供給しています。アジ

ア市場での経済情勢の悪化、あるいは顧客企業の業績状

況の変化などによる値下げ要求が発生した場合、当社グ

ループの経営成績ならびに財政状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。

•   石油化学部門の主要原料であるナフサは、中東地域の治

安や世界の経済情勢に多大な影響を受け、時に急激な価

格変動を起こすことがあります。ナフサの価格が急激

に上昇した場合、製品価格への転嫁が遅れることなどに

より、当社グループの経営成績に悪影響を及ぼす可能性

があります。

•     ナフサやその他の原料品の一部については、特定の地域や

購入先に依存しています。購入先を複数にするなど、主要

原料が購入できないリスクを低減するように努めていま

すが、時に主要原料の不足が生じないという保証はありま

せん。必要な主要原料が確保できない場合には、当社グ

ループの経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

•   情報電子化学部門の製品は、技術革新のスピードが速

く、タイムリーに新製品を開発・提供していく必要があ

ります。当社グループが顧客ニーズを満足させる新規

製品を有効に開発できない場合、また他社において画期

的な技術革新がなされた場合、当社グループの経営成績

ならびに財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

•   健康・農業関連事業部門の農薬や家庭用殺虫剤の出荷

は、世界各地域における異常気象等の理由による作物の

育成状況や病害虫の発生状況に左右されます。また飼

料添加物は急激な価格変動を起こすことがあります。

作物の育成状況が悪くなった場合、病害虫の発生が少な

くなった場合、或いは急激な価格変動が起こった場合、

当社グループの経営成績ならびに財政状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。

•   医薬品部門では、国内において、急速な少子高齢化が進

むなか医療保険制度改革が実行され、その一環として医

療報酬体系の見直し、薬価制度改革などの議論が続けら

れています。薬価制度改定を含む政府の医療費抑制策

が、当社グループの経営成績ならびに財政状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

2.為替レート変動に係るリスク

　当社グループは、国内で製造した製品を海外に輸出する

とともに海外から原料品を輸入していますが、製品輸出高

は原料品輸入高を上回っています。外国通貨に対して円高

が進行した場合、海外で生産された製品に対する価格競争

力が低下することに加え、輸出手取額の減少が輸入支払額

の減少を上回ることになります。このようなリスクに対し

ては、為替予約や円建輸出取引を行うことによりリスクを

事業等のリスク
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最小限にするように努めていますが、中長期的な為替

レートの変動によるリスク等を完全にヘッジすることは

出来ないため、円高の進行は当社グループの経営成績な

らびに財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、海外の連結子会社や持分法適用会社の経営成績

は、連結財務諸表作成のために円換算されています。換

算時の為替レートにより、円換算後の価値が影響を受け

る可能性があり、当社グループの経営成績ならびに財政

状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

3.金利変動に係るリスク

　当社グループは、資金需要に対してその内容や財政状況

および金融環境を考慮し、調達の金額・期間・方法等を判

断しています。今後の金利の変動に備え、固定金利・変動

金利を適宜組み合わせて調達を行っていますが、金利が上

昇した場合には支払利息が増加し、当社グループの経営成

績ならびに財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

4.株式相場変動に係るリスク

　当社グループが保有する有価証券の多くは、時価のあ

る有価証券であるため、株式相場が大幅に下落した場

合、減損が発生し、当社グループの経営成績ならびに財

政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

5.固定資産の減損に係るリスク

　当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準を適

用しています。将来、当社グループが保有する固定資産

について、経営環境の著しい悪化等による収益性の低下

や市場価格の下落等により、減損損失が発生し、当社グ

ループの経営成績ならびに財政状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。

6.繰延税金資産の取崩しに係るリスク

　当社グループは、将来の課税所得に関する予測・仮定

に基づき、繰延税金資産の回収可能性の判断を行ってい

ますが、将来の課税所得の予測・仮定が変更され、繰延税

金資産の一部ないしは全部が回収できないと判断された

場合、繰延税金資産は減額され、当社グループの経営成績

ならびに財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

7.退職給付債務に係るリスク

　当社グループの従業員退職給付費用および債務は、年

金資産の運用収益率や割引率などの数理計算上の前提に

基づいて算出されています。年金資産運用環境の悪化に

より前提と実績に乖離が生じた場合などは、将来の退職

給付費用が増加し、当社グループの経営成績ならびに財

政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

8.その他経営全般に係るリスク

（海外事業展開）

　当社グループは、中東やアジアなど海外での事業活動を

今後一層拡大していくこととしています。海外における事

業活動には法律や規制の変更、労務環境の違いによる争議

等の発生、人材の採用と確保の難しさ、テロ・戦争・その他

の要因による社会的混乱などのリスクが内在しており、こ

れらのリスクが顕在化した場合は、当社グループの経営成

績ならびに財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　当社とサウジアラビアン オイル カンパニー（サウジ・

アラムコ社）が共同で設立した「ペトロ・ラービグ社」は、

サウジアラビアのラービグにおいて、石油精製・石油化学

の統合コンプレックス事業（「ラービグ第1期計画」）を運

営しています。当社は、プロジェクト総投資額に対し、不

測の事態による損害に備え、独立行政法人日本貿易保険の

規約・限度額に従い、海外投資保険等に加入しています。

　また、当社はサウジ・アラムコ社と共同でエタンク

ラッカーの増設や芳香族プラントの新設を通して、付加

価値の高いさまざまな石油化学製品を生産する「ラービ

グ第2期計画」について、実行に向けての作業を進めて

います。なお、「ラービグ第2期計画」に係るEPC（エン

ジニアリング・調達・建設）契約をはじめとする各種プロ

ジェクト契約に基づく支払いについて、両社が共同で立

て替えています。

（企業買収・資本提携）

　当社グループは、事業拡大や競争力強化等を目的とし

て、国内外において企業買収・資本提携等を実施してい
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ますが、当社グループおよび出資先企業を取り巻く事業

環境の変化等により、当初期待していたシナジー効果を

得られない可能性があります。また、出資先企業の経営

成績、財政状態の悪化による企業価値の低下等により、

当社グループの経営成績ならびに財政状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。

（研究開発）

　当社グループは、需要家のニーズに合わせた新技術・

新製品をスピーディーに上市するため、積極的に研究開

発を行っています。当社グループの研究開発は、次世代

事業の創生のための探索研究を含んでいるため研究開発

期間が長期間に亘る場合があり、また、研究開発テーマが

実用化されず、新製品の開発が著しく遅延または断念さ

れる場合には、競争力が低下し、当社グループの経営成績

ならびに財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

（知的財産権）

　当社グループは、他社と差別化できる技術とノウハウを

蓄積し事業の競争力を強化してきたが、当社グループ独自

の技術・製品とノウハウの一部は、厳正な管理を行ってい

るものの、予期せぬ事態により外部に流出する可能性があ

り、また、特定の地域ではこれらの知的財産の完全な保護

が不可能なため、第三者が当社グループの知的財産を使用

して類似製品を製造することを効果的に防止できない可

能性があります。また将来、知的財産に係る紛争が生じ、

当社グループに不利な判断がなされる可能性があります。

（製品の品質）

　当社グループは、世界的に認められている厳格な品質

管理基準に従って、各種製品を製造しているが、すべて

の製品について欠陥が無く、将来に亘ってリコールが発

生しないという保証はありません。大規模な製品事故は、

多額のコストや当社グループの評価に重大な影響を与

え、当社グループの経営成績ならびに財政状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

　また、農薬や医薬品等は各国の厳しい審査を受けて承

認されているが、科学技術の進歩や市販成績が蓄積され

た結果から、新たに品質問題や副作用が見つかることも

あります。このように上市後予期せぬ品質問題や副作用

が発見された場合には、当社グループの経営成績ならび

に財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

（事故・災害）

　当社グループは、製造設備の停止や製造設備に起因する

事故などによる潜在的なマイナス要因を最小化するため、

すべての製造設備において定期的な点検を実施していま

す。しかしながら、製造設備で発生する事故、自然災害等

による影響を完全に防止・軽減できる保証はありません。

　また、当社グループの事業活動におけるシステム・

ネットワークへの依存度は年々拡大しており、セキュリ

ティの高度化などによりシステムやデータの保護に努め

ていますが、停電、自然災害やコンピューターウィルス、

ハッカー等のシステム犯罪などにより、システム・ネッ

トワーク障害が生じる可能性があります。

　事故等により、工場周辺に物的・人的被害を及ぼした場

合、あるいは、システム・ネットワーク障害が発生した場

合、事業活動に支障をきたすほか多額のコストや当社グ

ループの評価に重大な影響を与え、当社グループの経営成

績ならびに財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

（規制変更）

　当社グループは、事業展開する各国の規制に従い、業

務を遂行しています。将来における法律、規則、政策、実

務慣行、解釈およびその他の政策変更ならびにそれらに

よって発生する事態が、当社グループの業務遂行や経営

成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。また将来的

に環境および化学品安全等に対する法的規制が強化さ

れ、新たな対策コストが発生する可能性があります。

（訴訟）

　当社グループは、国内および海外事業に関連して、訴

訟、係争、その他の法律的手続きの対象となるリスクが

あり、将来重要な訴訟等が提起された場合には、当社グ

ループの経営成績ならびに財政状況に重要な悪影響を及

ぼす可能性があります。
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コンプライアンス

コンプライアンスは次の100年を支える礎

　住友化学は、経営理念のひとつに「社会から信頼される

企業風土を醸成する」ことを挙げていますが、創業100年

という一画期を迎え、この経営理念を改めて認識し、責任

あるglobal corporate citizenとして、コンプライアンス

を経営の根幹とした事業運営に一層注力しております。

コンプライアンス重視の経営を確実に実践することは、

次の100年に向けての強固な経営基盤づくりのための礎

であることから、現在の中期経営計画においても、「コン

プライアンスの徹底」を重要な経営課題の一つとして位

置づけています。

　現在、100を超える住友化学グループ各社が、世界中に

おいて、多様な分野で事業活動を展開しており、事業活動

のグローバル化は日増しに深化しています。一方、グロー

バル化の進展に伴い、個々の企業のみならず、企業グルー

プ全体としての社会的責任はますます高まっています。

このため、グループ全体のコンプライアンス・マネジメン

トをつかさどる住友化学コンプライアンス委員会におい

ては、各社の従業員一人ひとりがコンプライアンスを確

実に実践できるようなグローバルな体制構築・運営を進

めており、特に海外のグループ各社におけるコンプライ

アンス活動の具体的な実践に注力しています。

グループ・コンプライアンスの要は地域統括機能

　コンプライアンスとは、法令遵守および企業倫理の遵

守を意味しますが、地域や国によって、法規制、商習慣、企

業に対する社会の要請等はさまざまです。加えて、住友化

学グループ各社の規模、業容等も多種多様です。グループ

各社におけるコンプライアンスを徹底していくためには、

グループ共通的な基準によるアプローチだけでは効果的

ではなく、このような多様性にも十分配慮して、各地域、

各国、および各社固有の状況に則した、きめ細かい対応が

必要となります。このため、住友化学では、グループ共通

の基本指針は維持しつつも、各社の状況に応じたコン

プライアンス施策の実施が重要であると考え、“Think 

globally, Manage regionally, Act locally”との方針の下、

世界の主要事業地域にコンプライアンスにかかわる地域

統括・支援組織（Regional Legal & Compliance Office 

以下、RLCO）を設け、各地域におけるグループ各社のコ

ンプライアンス活動の推進を全面的に支援しています。

コンプライアンスを支える「三本柱」

　今日、住友化学グループでの具体的なコンプライアン

ス活動は各地域のRLCOが主役となり進めていると言っ

ても過言ではありません。各RLCOは住友化学コンプラ

イアンス委員会と緊密に連携しながら、各地域のグルー

プ会社でのコンプライアンス体制の構築はもとより、そ

の効果的な運営についてさまざまな「手作り」の支援を

行っています。

　各社においてコンプライアンスの徹底を図るためには

「3つの柱」が必要です。一番目の柱は、コンプライアンス

徹底のために守るべき具体的なルール、業務執行の手続

きを書面化し、従業員に周知し、日常業務で確実に実行す

ることです。二番目の柱は、コンプライアンス活動を監

督、推進する人材等の社内リソースを確保することです。

三番目の柱は、企業活動は人が担っていますから、コンプ

ライアンスを実現するためには、従業員一人ひとりが高

いコンプライアンス意識を持つことが不可欠です。コン

プライアンス意識を醸成するためには、あらゆる機会を

捉えてコンプライアンス教育・研修を提供することが何

よりも重要です。しかし、グループ各社の規模はさまざま

であり、この「3本柱」のすべてを独自で実践できる会社

は多くありません。このような現状を少しでも解決し、効

果的なコンプライアンスを実現するために設立されたの

がRLCOです。
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「三本柱」の構築に向けてRLCOが始動

　各社のコンプライアンスは、それぞれが独自に実現す

べきものですが（“Act locally”）、同じ地域あるいは同じ国

に共通する法規制、社会倫理等もあるため、RLCOが、そ

のような共通の地域性を反映した支援を各社に対して提

供することで、より効果的なコンプライアンス活動を効

率的に推進できます（“Manage Regionally”）。

　RLCOは、各社と地理的に近い優位性も生かし、直接の

対話を通じて、コンプライアンス実現に向けた各社個別

の課題、ニーズを把握し、必要とするコンプライアンス体

制構築、運営のための諸施策の立案、実行などについて支

援しています。また、各社のコンプライアンス状況を定期

的にモニターして、各社が抱える問題や課題に対応する

とともに、住友化学コンプライアンス委員会とも頻繁に

連絡をとり、当該地域でのコンプライアンス上の重要課

題、中長期的なコンプライアンス活動の方向性について

共通の理解を図っています。

グローバル化と事業活動の法的健全性は車の両輪

　世界のボーダレス化、企業活動のグローバル化に伴い、

法規制のボーダレス化が進展しており、近年、企業による

カルテルや贈収賄事案についての司法当局による摘発件

数が国際的に顕著に増加しています。住友化学グループ

では、法違反などが企業活動や企業の存続に与え得る多

大な影響を十分に認識し、法的なリスク・マネジメントを

最重要課題と位置づけており、特に、独禁法遵守、贈収賄

防止に向けた取り組みを強化しています。

　この取り組みでは、法違反や不正行為を防止できる体

制を構築し、その体制が効果的に機能するための具体的

なルール、業務手続きを定め、さらにそれが確実に実行さ

れていることを確認するシステムを作り上げることが肝

要です。さらに、従業員の一人ひとりが自らの業務に関す

るルール、手続きなどを正しく理解することが大切です。

　独禁法遵守、贈収賄防止のためにどのような体制を構

築、運営すべきかについては、各社の組織、業容を十分に

勘案して決定することが重要です。そのためには法規制

に関する専門的な知識やそれに則した組織作りのスキル

が必要ですが、グループ各社が独自でそのような対応を

行うことは困難です。RLCOは、自ら専門的な知識を有

していることに加え、グループ各社に対して、法違反防止

体制を構築・運営するための支援を提供していることか

ら、各社に共通する課題、解決策などについて知見を蓄積

しており、グループ各社の状況に応じた効果的な体制導

入について、さまざまなアドバイスや支援を提供してい

ます。

　具体的には、アジア・パシフィック地域を統括するシン

ガポールのRLCOは、2013年3月にインドのグループ会

社に対し、また同年7月にマレーシアのグループ会社に対

して贈収賄防止に関する研修を実施しました。さらに、米

国RLCOは、2014年1月に米国のグループ各社の幹部に

対して独禁法遵守を含むコンプライアンスの研修を、中

国RLCOは、同年2月、中国（上海）のグループ会社に対し

て独禁法および贈収賄防止のための研修を実施していま

す。各地域のRLCOは今後も同様の研修を定期的に提供

していく予定です。

一人ひとりの意識がコンプライアンスを実現する

　住友化学ではスピークアップ制度を設置し、過去1年間

に質問も含め20件近くのコンプライアンス違反に関連す

る通報がありました。スピークアップ制度は、従業員によ

る法違反、不正行為等を早期に発見・是正し、または未然

に防止することを目的としています。ほとんどのグルー

プ各社においても、同様のスピークアップ制度を導入し

ていますが、このような制度の背景にある考え方は、コン

プライアンスの実現は従業員一人ひとりが高いコンプラ
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イアンス意識を持ち、自ら違反を行わないことはもとよ

り、他の従業員による違反行為も決して見逃さないとい

うことです。

　グループ会社の1社の1人の従業員がコンプライアン

ス意識に欠けた行動をとると、その影響は住友化学グ

ループ全体にまで及び、これまで培ってきた社会からの

信頼を一夜にして失うこともあり得ます。このため、住友

化学では従業員一人ひとりのコンプライアンス意識を向

上させることが最も重要であると考え、従業員へのコン

プライアンス教育を最重点項目として必要な施策を着実

に実行しています。

　住友化学では、従来から全社従業員に対してコンプラ

イアンスに関する集合教育・研修を定期的に実施してお

ります。一方、従業員のコンプライアンス意識を高めるた

めには、より充実した施策が効果的であると考え、各自の

業務都合に合わせて柔軟に、かつ確実に参加できるよう

な研修とすべく、各自のPCを利用したe-ラーニング方

式の研修を2014年2月から実施しています。このe-ラー

ニング研修では、具体的な事例を用いて、コンプライアン

ス違反は日常の業務において誰にでも起こりうることを

示すとともに、住友化学が過去100年間にわたり事業を

継続、発展することが出来ているのは、その基盤として

400年以上にわたり脈々と引き継がれている住友の事業

精神の底流に「コンプライアンス」の精神があることを再

認識してもらうことを主眼としています。

　今後とも、e-ラーニング研修を十分に活用し、従業員の

コンプライアンス意識向上に資する効果的な教育を実施

していきます。また、国内外のグループ各社においても同

様のe-ラーニング研修を可能な限り導入していく予定で

あり、特に海外においては、各地域のRLCOがグループ各

社の個別の状況に応じて、最適のe-ラーニング研修の計

画・実施について支援していきます。
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1. 経営成績

（1）売上高と営業利益

　売上高は、情報電子化学部門、健康・農業関連事業部門

での出荷増加、石油化学部門での市況上昇に加え、在外子

会社の邦貨換算差の影響もあり、前連結会計年度に比べ

2,913億円増収の2兆2,438億円となりました。なお、海

外売上高は1兆2,929億円となり、海外売上高比率は

57.6%でした。

　売上総利益は、交易条件の改善等により、前連結会計年

度に比べ1,012億円増益の6,041億円となり、売上総利益

率も、前連結会計年度に比べ1.2ポイント上昇し26.9%と

なりました。販売費及び一般管理費は、研究開発費が増加

したこと等により、前連結会計年度に比べ454億円増加し

5,033億円となったが、売上高に対する比率は、前連結会

計年度に比べ1.0ポイント低下し22.4%でした。なお、研

究開発費は前連結会計年度に比べ163億円増加し1,413

億円となり、売上高に対する比率は6.3%となりました。

　この結果、営業利益は前連結会計年度に比べ558億円増

益の1,008億円に、営業利益率は前連結会計年度より2.2

ポイント上昇し4.5%となりました。

（2）営業外収益・費用と当期純利益（損失）

　営業外損益は、前連結会計年度の52億円の利益から50

億円増加し、103億円の利益となりました。為替差益の減

少があったものの、ペトロケミカル コーポレーション オ

ブ シンガポール（プライベートリミテッド）等の業績改善

により、持分法投資利益が増加したことが主な要因です。

　この結果、経常利益は前連結会計年度の503億円に対し

609億円増加し、1,111億円となりました。

　特別利益は、前連結会計年度は段階取得に係る差益15

億円を計上したのに対し、当連結会計年度は投資有価証券

売却益、固定資産売却益、負ののれん発生益および条件付

取得対価に係る公正価値の変動額で合計90億円を計上い

たしました。

　特別損失は、減損損失、事業構造改善費用および投資有

価証券評価損で合計339億円計上し、前連結会計年度の

394億円に比べ55億円減少いたしました。減損損失は、当

社におけるカプロラクタム製造設備、子会社である日本オ
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営業利益の変動要因 2012年度：2013年度

（億円）
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営業利益
増減率

基礎化学 ¥  2,635 ¥ (64) (2.4%) ¥  2,869 ¥  (109) (3.8%) 8.9%      ̶

石油化学 6,939 (32) (0.5) 7,920 49 0.6 14.1      ̶

情報電子化学 3,000 117 3.9 3,623 349 9.6 20.8 198.2%

健康・農業関連事業 2,626 263 10.0 3,270 382 11.7 24.5 45.3

医薬品 3,786 309 8.2 4,188 471 11.2 10.6 52.6

その他 540 80 14.8 568 84 14.7 5.3      5.1

調整額 ̶ (222) ̶ ̶ (218) ̶ ̶      ̶

合計 19,525 450 2.3 22,438 1,008 4.5 14.9 124.0
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キシラン株式会社におけるプロピレンオキサイド・スチレ

ンモノマー製造設備等や大日本住友製薬株式会社におけ

る仕掛研究開発などについて218億円を計上いたしまし

た。事業構造改善費用は、有形固定資産除却損や子会社の

組織・業務改革等で106億円を計上いたしました。

　この結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度

の123億円に対し739億円増加し、862億円となりました。

　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の総額は

312億円となり、税金等調整前当期純利益に対する税効果

会計適用後の法人税等の負担率は、36.2%となりました。

繰延税金資産の見直しに伴い、法人税等調整額を追加計上

した前連結会計年度に比べ、215億円減少いたしました。

　この結果、少数株主損益調整前当期純利益は、550億円

となりました。

　少数株主利益は、主として大日本住友製薬株式会社や住

友共同電力株式会社などの連結子会社の少数株主に帰属

する利益からなり、前連結会計年度の107億円に比べ73

億円増加し、当連結会計年度は180億円となりました。

　この結果、当期純損益は、前連結会計年度の511億円の

損失に対し881億円改善し、370億円の利益となりました。

（3）配当

　当期の期末配当は、1株につき3円として実施しました。

これにより、中間配当（1株につき6円）を含めた当期の年

間配当は、前期の年間配当（1株につき6円）と比べ、1株に

つき3円増額の9円となりました。
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2. 部門別情報

（1）基礎化学

　メタアクリルや合成繊維原料は市況の低迷が続き、出荷

も低調に推移しました。一方、円高の是正による在外子会

社の邦貨換算差の影響がありました。この結果、売上高は

前連結会計年度に比べ234億円増加し2,869億円となり

ましたが、営業損益は前連結会計年度に比べ45億円悪化

し109億円の損失となりました。

（2）石油化学

　合成樹脂や石油化学品は原料価格の上昇により市況が

上昇しましたが、ペトロ・ラービグ社における設備修繕の

影響等により海外子会社の出荷が減少しました。また、円

高の是正による在外子会社の邦貨換算差の影響がありま

した。この結果、売上高は前連結会計年度に比べ982億円

増加し7,920億円となり、営業損益は前連結会計年度に比

べ82億円改善し49億円の利益となりました。

（3）情報電子化学

　液晶ディスプレイ材料である偏光フィルムは需要の増

加により販売が増加しました。また、前連結会計年度に稼

働を開始したタッチセンサーパネル設備が、当連結会計年

度は期を通じて販売に寄与しました。この結果、円高是正

の影響も加わり、売上高は前連結会計年度に比べ623億円

増加し3,623億円となり、営業利益は前連結会計年度に比

べ232億円増加し349億円となりました。

（4）健康・農業関連事業

　農薬は生産能力の増強や拡販により海外で除草剤を中

心に出荷が増加しました。メチオニン（飼料添加物）の市況

は軟化しましたが、出荷は拡販により増加しました。また、

円高の是正による在外子会社の邦貨換算差の影響もあり

ました。この結果、売上高は前連結会計年度に比べ644億

円増加し3,270億円となり、営業利益は前連結会計年度に

比べ119億円増加し382億円となりました。
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（5）医薬品

　国内では、アイミクス（高血圧症治療剤）、メトグルコ（ビ

グアナイド系経口血糖降下剤）、トレリーフ（パーキンソン

病治療剤）が大きく伸長しましたが、特許権の存続期間満

了等による既存品の出荷減少や生産受託の減少により販

売が減少しました。北米では、ゾペネックス（短時間作用

型β作動薬）の出荷が独占販売期間の終了により大きく減

少しましたが、ラツーダ（非定型抗精神病薬）の出荷が大き

く伸長したほか、円高の是正による邦貨換算差の影響もあ

りました。この結果、売上高は前連結会計年度に比べ402

億円増加し4,188億円となり、営業利益は前連結会計年度

に比べ162億円増加し471億円となりました。

（6）その他

　上記5部門以外に、電力・蒸気の供給、化学産業設備の

設計・工事監督、運送・倉庫業務、物性分析・環境分析等を

行っています。これらの売上高は前連結会計年度に比べ

29億円増加し568億円となり、営業利益は前連結会計年

度に比べ4億円増加し84億円となりました。

3. 財政状態

（1）財政政策

　当社グループは、営業活動によるキャッシュ・フローの

ほか、銀行借入、資本市場における社債およびコマーシャ

ル・ペーパーの発行等により、必要資金を調達しています。

当社グループの財務活動の方針は、低利かつ中長期に亘り

安定的な資金調達を行うこと、および十分な流動性を確保

することです。

　当社グループの当連結会計年度末の現金及び現金同等

物は1,323億円であり、流動比率（流動資産 /流動負債）は

130.9%となっています。また、短期的な資金需要に対応

するため、コマーシャル・ペーパーの発行枠を1,800億円

（当連結会計年度末の発行残高600億円）と大手邦銀のシ

ンジケート団による800億円のコミットメント・ラインお

よび、大手外銀のシンジケート団による210億円のマルチ

カレンシー（円・米ドル・ユーロ建）によるコミットメン

ト・ラインを有しています。
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（2）財政状態

　当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ

3,164億円増加し2兆7,885億円となりました。在外子会

社および関連会社の換算レートが前連結会計年度末に比

べ円安となったことに加え、有形固定資産が増加したこと

が主な要因です。

　負債は、前連結会計年度末に比べ1,294億円増加し、1

兆8,540億円となりました。資産と同様に円安の影響を受

けたことに加え、支払手形及び買掛金が増加いたしまし

た。また、有利子負債（短期借入金、1年内償還予定の社債、

コマーシャル・ペーパー、社債および長期借入金の合計で

リース債務を除く）は前連結会計年度末に比べ140億円増

加し、1兆746億円となりました。純資産（少数株主持分を

含む）は、為替換算調整勘定等のその他の包括利益累計額

が改善したことにより、前連結会計年度末に比べ1,870億

円増加し9,345億円となりました。自己資本比率は、前連

結会計年度末に比べ、3.0ポイント上昇し、23.1%でした。

4. キャッシュ・フロー

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フロー

は、税金等調整前当期純利益の増加や運転資金の改善等に

より前連結会計年度に比べ228億円増加し、1,944億円の

収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度

においては情報電子化学部門における海外での設備の新

設・増強等により、固定資産の取得による支出の増加等が

あったものの、大日本住友製薬による米国のBBI社および

SRD社買収による支出等があった前連結会計年度に比べ

306億円支出が減少し、1,352億円の支出となりました。

　この結果、フリー・キャッシュ・フローは、前連結会計

年度の58億円の収入に対し、当連結会計年度は592億円

の収入となりました。財務活動によるキャッシュ・フロー

は、591億円の支出でした。また、当連結会計年度末の現

金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度末に比べ

54億円増加し1,323億円となりました。
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5. 設備投資

　当社グループは、当連結会計年度は、製造設備の新設、増

強、整備を中心に総額1,434億円の設備投資を行いました。

当連結会計年度の主な投資は、情報電子化学部門のタッチ

センサーパネル製造設備の建設と増強等になります。

　部門別では、基礎化学部門で227億円、石油化学部門で

170億円、情報電子化学部門で515億円、健康・農業関連

事業部門で175億円、医薬品部門で287億円、その他部門

で60億円の設備投資を行いました。

6. 研究開発

　当社グループは、事業拡大と収益向上に寄与すべく、独

自の優位性ある技術の確立を基本方針とし、各社が独自に

研究開発活動を行っているほか、当社グループ全体として

の効率性を念頭に置きながら、互いの研究開発部門が密接

に連携して共同研究や研究開発業務の受委託等を積極的

に推進しています。

　当連結会計年度においては、2013年度から2015年度

までの中期経営計画に従い、環境・エネルギー、ライフサ

イエンス、ICT（情報・通信技術）の3分野に研究資源を重

点投入するとともに、異分野技術融合による新規事業の芽

の発掘とその育成に取り組みました。当連結会計年度の研

究開発費は、前連結会計年度に比べ163億円増加し、

1,413億円となりました。

設備投資額の内訳
億円、%

’09/3 ’10/3 ’11/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3

新設・増強

基礎化学 ¥  103 8% ¥     76 7% ¥130 13% ¥  199 13% ¥  269 23% ¥  159 11%

石油化学 93 7 66 6 89 9 154 10 114 10 153 11

精密化学 55 4 129 13 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

情報電子化学 488 36 98 10 252 26 642 41 168 14 495 35

健康・農業関連事業 41 3 200 19 124 12 144 9 208 18 133 9

医薬品 54 4 40 4 31 3 39 3 53 5 59 4

その他 107 8 106 10 83 8 34 2 54 5 43 3

合計 ¥  941 70% ¥   716 69% ¥709 71% ¥1,212 78% ¥   866 75% ¥1,042 73%

合理化 60 4 54 5 46 5 39 3 31 3 48 3

研究 96 7 77 8 67 7 106 7 129 11 130 9

その他 244 19 186 18 165 17 194 12 135 11 214 15

合計 ¥1,341 100% ¥1,032 100% ¥987 100% ¥1,551 100% ¥1,161 100% ¥1,434 100%
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2013年3月31日）

当連結会計年度
（2014年3月31日）

資産の部
　流動資産
 現金及び預金 74,932 82,792

 受取手形及び売掛金 404,340 448,415

 有価証券 86,464 81,953

 商品及び製品 300,520 318,620

 仕掛品 15,093 12,982

 原材料及び貯蔵品 94,856 97,848

 繰延税金資産 45,976 56,909

 その他 88,015 144,572

 貸倒引当金 △1,379 △1,564

 流動資産合計 1,108,817 1,242,527

　固定資産
 有形固定資産

 建物及び構築物 580,204 639,961

 減価償却累計額 △362,272 △387,234

 建物及び構築物（純額） 217,932 252,727

 機械装置及び運搬具 1,430,779 1,588,005

 減価償却累計額 △1,195,217 △1,288,678

   機械装置及び運搬具（純額） 235,562 299,327

 土地 79,756  83,200

 建設仮勘定 74,888 50,463

 その他 164,077 174,521

 減価償却累計額 △131,991 △137,398

 その他（純額） 32,086 37,123

 　有形固定資産合計 640,224 722,840

 無形固定資産
 　のれん 79,223 86,813

 　特許権 32,923 21,069

 　ソフトウエア 11,033 11,542

 　仕掛研究開発 50,664 56,072

 　その他 11,268 19,864

 　無形固定資産合計 185,111 195,360

　　投資その他の資産
 　投資有価証券 396,165 450,094

 　長期貸付金 58,484 63,988

 　退職給付に係る資産 ̶ 58,645

 　繰延税金資産 21,426 21,495

 　その他 62,950 34,466

 　貸倒引当金 △1,086 △908

 　投資その他の資産合計 537,939 627,780

　　固定資産合計 1,363,274 1,545,980

資産合計 2,472,091 2,788,507

連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2013年3月31日）

当連結会計年度
（2014年3月31日）

負債の部
　流動負債
 支払手形及び買掛金 256,136 296,072

 短期借入金 191,391 238,007

 1年内償還予定の社債 50,000 45,000

 コマーシャル・ペーパー 112,000 60,000

 未払法人税等 8,396 18,540

 引当金 55,188 68,842

 その他 196,916 222,753

 流動負債合計 870,027 949,214

　固定負債
 社債 347,000 352,000

 長期借入金 360,176 379,591

 繰延税金負債 64,234 84,110

 退職給付引当金 30,804 ̶
 その他の引当金 17,507 20,603

 退職給付に係る負債 ̶ 31,065

 その他 34,861 37,418

 固定負債合計 854,582 904,787

　負債合計 1,724,609 1,854,001

純資産の部
 株主資本

資本金 89,699 89,699

資本剰余金 23,695 23,695

利益剰余金 419,893 444,671

自己株式 △8,773 △8,816

 　株主資本合計 524,514 549,249

 その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 60,150 78,604

繰延ヘッジ損益 729 △358

土地再評価差額金 4,130 4,130

為替換算調整勘定 △93,023 △1,420

退職給付に係る調整累計額 ̶ 13,092

その他の包括利益累計額合計 △28,014 94,048

 少数株主持分 250,982 291,209

 純資産合計 747,482 934,506

負債純資産合計 2,472,091 2,788,507
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2012年4月1日
　至 2013年3月31日）

当連結会計年度
（自 2013年4月1日
　至 2014年3月31日）

売上高 1,952,492 2,243,794
　売上原価 1,449,549 1,639,649

売上総利益 502,943 604,145

　販売費及び一般管理費
 運送費及び保管費 44,853 46,375

 広告宣伝費及び販売促進費 34,919 43,444

 給料及び手当 121,533 129,266

 減価償却費 34,690 25,833

 研究費 121,842 138,567

 その他 100,090 119,818

 販売費及び一般管理費合計 457,927 503,303

営業利益 45,016 100,842

　営業外収益
 受取利息 1,962 1,908

 受取配当金 5,594 6,048

 持分法による投資利益 5,436 12,027

 為替差益 6,757 4,837

 雑収入 10,117 9,255

 営業外収益合計 29,866 34,075

　営業外費用
 支払利息 7,444 7,566

 社債利息 5,395 5,179

 コマーシャル・ペーパー利息 113 92

 休止設備費用 2,797 2,462

 雑損失 8,881 8,509

 営業外費用合計 24,630 23,808

経常利益 50,252 111,109

　特別利益
 投資有価証券売却益 ̶ 3,414

 固定資産売却益 ̶ 2,586

 負ののれん発生益 ̶ 1,740

 条件付取得対価に係る公正価値の変動額 ̶ 1,284

 段階取得に係る差益 1,538 ̶
 特別利益合計 1,538 9,024

　特別損失
 減損損失 22,875 21,823

 事業構造改善費用 10,777 10,648

 投資有価証券評価損 4,706 1,462

 訴訟関連損失 1,090 ̶
 特別損失合計 39,448 33,933

税金等調整前当期純利益 12,342 86,200

　法人税、住民税及び事業税 17,734 30,867

　法人税等調整額 35,012 373

　法人税等合計 52,746 31,240

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調整前当期純損失（△） △40,404 54,960

　少数株主利益 10,672 17,983

当期純利益又は当期純損失（△） △51,076 36,977

連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結損益計算書
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2012年4月1日
　至 2013年3月31日）

当連結会計年度
（自 2013年4月1日
　至 2014年3月31日）

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調整前当期純損失（△） △40,404 54,960
　その他の包括利益
 その他有価証券評価差額金 9,470 17,771

 繰延ヘッジ損益 194 △592

 為替換算調整勘定 58,558 54,260

 持分法適用会社に対する持分相当額 21,921 29,181

 その他の包括利益合計 90,143 100,620

包括利益 49,739 155,580

 （内訳）
 親会社株主に係る包括利益 23,166 121,747

 少数株主に係る包括利益 26,573 33,833

連結包括利益計算書

O
verview

M
anagem

ent S
trategy

O
ur O

p
erations

C
S

R
 &

 G
overnance

F
inancial S

ectio
n

C
orp

orate D
ata

住化14_J_校正戻し.indd   77 2014/08/05   10:40



78 Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（自 2012年4月1日　至 2013年3月31日）

（単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

少数株主
持分

純資産
合計

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 89,699 23,695 485,027 △8,764 589,657 48,922 684 4,130 △157,158 ― △103,422 234,666 720,901

当期変動額　　　　　
　剰余金の配当 △14,720 △14,720 △14,720

　当期純損失（△） △51,076 △51,076 △51,076

　自己株式の取得 △16 △16 △16

　自己株式の処分 △3 7 4 4

　連結範囲の変動 ― ― ―

　連結子会社の決算期の
　変更に伴う増減 665 665 665

　持分法適用会社の
　決算期の変更に伴う増減 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額)

11,228 45 ― 64,135 ― 75,408 16,316 91,724

当期変動額合計 ― ― △65,134 △9 △65,143 11,228 45 ― 64,135 ― 75,408 16,316 26,581

当期末残高 89,699 23,695 419,893 △8,773 524,514 60,150 729 4,130 △93,023 ― △28,014 250,982 747,482

当連結会計年度（自 2013年4月1日　至 2014年3月31日）
（単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

少数株主
持分

純資産
合計

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 89,699 23,695 419,893 △8,773 524,514 60,150 729 4,130 △93,023 ― △28,014 250,982 747,482

当期変動額
　剰余金の配当 △9,813 △9,813 △9,813

　当期純利益 36,977 36,977 36,977

　自己株式の取得 △46 △46 △46

　自己株式の処分 △0 3 3 3

　連結範囲の変動 △10 △10 △10

　連結子会社の決算期の
　変更に伴う増減 △2,992 △2,992 △2,992

　持分法適用会社の
　決算期の変更に伴う増減 616 616 616

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額)

18,454 △1,087 ― 91,603 13,092 122,062 40,227 162,289

当期変動額合計 ― ― 24,778 △43 24,735 18,454 △1,087 ― 91,603 13,092 122,062 40,227 187,024

当期末残高 89,669 23,695 444,671 △8,816 549,249 78,604 △358 4,130 △1,420 13,092 94,048 291,209 934,506

住化14_J_校正戻し.indd   78 2014/08/05   10:40



Sumitomo Chemical Company, Limited
Annual Report 2014

79

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2012年4月1日
　至 2013年3月31日）

当連結会計年度
（自 2013年4月1日
　至 2014年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
 税金等調整前当期純利益 12,342 86,200
 減価償却費 108,857 108,550
 のれん償却額 6,626 7,184
 減損損失 22,875 21,823
 持分法による投資損益（△は益） △1,225 △8,619
 引当金の増減額（△は減少） 2,635 9,375
 受取利息及び受取配当金 △7,556 △7,956
 支払利息 12,952 12,837
 投資有価証券売却損益（△は益） ̶ △3,414
 投資有価証券評価損益（△は益） 4,706 1,462
 事業構造改善費用 9,075 8,976
 固定資産売却損益（△は益） ̶ △2,586
 売上債権の増減額（△は増加） 41,722 △20,196
 たな卸資産の増減額（△は増加） △6,309 △14,098
 仕入債務の増減額（△は減少） 2,073 45,154
 その他 △8,553 △23,644
 小計 200,220 221,048
 利息及び配当金の受取額 6,773 6,980
 利息の支払額 △13,012 △12,924
 法人税等の支払額 △22,386 △20,742
 営業活動によるキャッシュ・フロー 171,595 194,362
投資活動によるキャッシュ・フロー
 有価証券の取得による支出 △46,576 △42,453
 有価証券の売却及び償還による収入 44,750 47,102
 投資有価証券の取得による支出 △9,344 △16,339
 投資有価証券の売却及び償還による収入 3,008 24,157
 固定資産の取得による支出 △121,810 △153,913
 固定資産の売却による収入 1,284 4,168
 連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の取得による支出 △30,890 ̶
 その他 △6,194 2,101
 投資活動によるキャッシュ・フロー △165,772 △135,177
財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入金の純増減額（△は減少） △10,379 △7,939
 コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △8,000 △52,000
 長期借入れによる収入 121,732 81,975
 長期借入金の返済による支出 △116,666 △68,340
 社債の発行による収入 25,000 50,000
 社債の償還による支出 △25,000 △50,000
 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,124 △1,279
 自己株式の取得による支出 △12 △43
 配当金の支払額 △14,720 △9,813
 少数株主への配当金の支払額 △7,364 △4,622
 少数株主からの払込みによる収入 524 2,977
 財務活動によるキャッシュ・フロー △36,009 △59,084
現金及び現金同等物に係る換算差額 8,926 14,696
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,260 14,797
現金及び現金同等物の期首残高 147,051 126,949
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少） ̶ △36
連結子会社の決算期変更による現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,158 △9,389
現金及び現金同等物の期末残高 126,949 132,321

連結キャッシュ・フロー計算書
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資本金 897億円

従業員数 単体　6,181人
連結　30,745人

株式の総数等 発行可能株式総数　5,000,000,000株
発行済株式総数　1,655,446,177株
（帳簿価額：897億円）

決算日 3月31日

単元株式数 1,000株

定時株主総会 決算日の翌日から3ヶ月以内

株主数 107,939人

上場 東京証券取引所市場第一部

株主名簿管理人
事務取扱い場所

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

独立監査人 あずさ監査法人

外国人投資家持株比率

(%)

26.2

26.0 26.1
23.6

28.5
31.2

26.7 26.3

28.0
30.8

住友化学 国内上場企業全体
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大株主の状況
氏名又は名称 所有株式数（千株） 割合（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 104,249 6.30

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 95,604 5.78

住友生命保険相互会社 71,000 4.29

日本生命保険相互会社 51,273 3.10

株式会社三井住友銀行 38,453 2.32

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（三井住友信託銀行再信託分・住友生命保険相互会社退職給付信託口） 29,000 1.75

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 26,095 1.58

STATE STREETBANK AND TRUST COMPANY 505225 24,643 1.49

農林中央金庫 21,825 1.32

住友化学社員持株会 20,551 1.24

IRカレンダー

2013年度（2014年3月期）

2014年　  5月　年間決算発表

 6月　第133期　定時株主総会

2014年度（2015年3月期）

2014年  7月　1Q決算発表

10月    2Q決算発表

2015年  1月　3Q決算発表

 5月　年間決算発表

 6月　第134期　定時株主総会

（注）予定については変更される可能性があります。

株主還元の基本方針

　当社は、剰余金の配当の決定にあたり、株主還元を経

営上の最重要課題の一つと考え、各期の業績、配当性向

ならびに以後の事業展開に必要な内部留保の水準などを

総合的に勘案し、安定的な配当を継続することを基本と

しています。

　2013年度の1株当たり年間配当金は9円となり、2012

年度より3円の増配となりました。

所有者別株式分布状況

国内金融機関
44%

国内個人投資家・
その他
20%

株主数
107,939人

外国人投資家
31%

その他国内法人
5%

会社・投資家情報
（2014年3月31日現在）
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2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

年間高値（円） 487 487 446 360 458

年間安値（円） 322 330 254 186 250

期末株価（円） 457 415 352 293 381

年間出来高（千株） 1,712,557 2,536,345 2,272,064 3,126,372 3,164,352

2009年度末 2010年度末 2011年度末 2012年度末 2013年度末

発行済株式総数（千株） 1,655,446 1,655,446 1,655,446 1,655,446 1,655,446

時価総額（十億円） 757 687 583 485 631

株価収益率（PER）（倍） 51.2 27.9 102.9 - 16.8

株価純資産倍率（PBR）（倍） 1.3 1.3 1.2 1.0 1.0 

外国人持株比率（%） 26.2 26.1 23.6 28.5 31.2
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住友化学（左軸） TOPIX（右軸）

株価および出来高の推移

2009年度 2010年度 2012年度 2013年度2011年度

株価
（円）

TOPIX
（ポイント）

出来高
（千株）

住友化学出来高
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